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ジェトロ環境社会配慮ガイドライン改定 WG 会合 

2013 年度第 2 回（通算第 5 回） 

 

 

日時：2003 年 6 月 7 日（金）10：00～12：00 

場所：ジェトロ本部 6 階 H 会議室 

 

佐々木主幹： 

時間を過ぎましたんで、始めさせていただきます。 

 最初に、いつものとおり、事務連絡だけ最初に済ませてしまいます。総務課長の仲條が、

今、別の会議の司会をやっていますので、終わり次第、こちらのほうに参加いたします。

それから、いつものとおり、議事録は取らせていただくということで、お願いいたします。 

 それから資料の確認でございますけども、紙としては 6 枚、6 種類お配りしております。

議事次第と名簿を除いては、前回の議論のメモが一つ、それから村山先生から出していた

だきました案件形成事業というペーパーが一つ、それから修正ガイドラインが一つ、オリ

ジナルのガイドラインが一つということで、4 種類だと思います。 

 それから、今日の進行でございますけども、Ⅰ部、Ⅱ部につきまして、まだご指摘、修

正ございましたので、これを先に済ませてしまって、Ⅲ部のところを重点的に議論してい

ただければというふうに思います。 

村山先生、それじゃあ座長、最初にⅠ部、Ⅱ部のほうの修正から入ってもよろしいです

か。 

 

村山座長： 

はい。お願いします。 

 

佐々木主幹： 

じゃあ、作本さん、Ⅰ部の部分、最初にお願いします。 

 

作本審査役： 

Ⅰ部、Ⅱ部につきまして、前回修正があった場所、表現をこのように変えましたというこ

とで、ご説明申し上げたいと思います。今、お手持ちのガイドラインのちょっと色の付い

てるこちらのほうで。もし旧ガイドラインも参照されたい方は、早めにいくつか並べてお

いていただいても、よろしいかと思います。右側が緑になってますね。前回、改定をした

ということを、本部に確言することをやりましたけども、意見がありましたけど、一応こ
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こでは、表紙にも一応書いてあるんで、本来が、もともとが 2007 年 12 月策定と、そのよ

うな文言を残したほうがよろしいんじゃないかというふうに、履歴ですが、そのように考

えております。後でこの正確なところは訂正するのを、改訂版というのと、もとの版が何

年だったか、ということを入れたいと思います。 

 本文のほうに入ります。目次のほうは今の段階では、改めて前回より修正はありません。 

 3 ページになりますが、いわゆる基本理念の 1 の一番下の行になりますけど、これについ

ては、コメントのほうに、ちょっと書かせていただいておりますけども、ジェトロの規程

があります。これが最も上に立つ法令ということになるんですが、この規程の 2 条 1 項で、

「環境社会への影響の回避又は最小化に関する意識を」ということで、線括弧で「役職員

その他の関係者の」という、ここを除くかどうかという議論がありましたけども、一応、

残すようにしたほうがいいだろうと。役職員の意識を持ち上げるために、残したほうがい

いだろうということで、ちょっと表現としてはすっきりしない、規程に対して言っちゃお

かしいんですけど、そんなようなところはありますけど、一応そのまま全文を、この 2 条 1

項を残すと、書き残すということにいたしました。 

 次は 4 ページの上から第 3 パラになりますけども、やはりこれもここでご指摘がありま

したように、ガイドラインの改定の経緯を、とりわけ今回のガイドラインの改定を、5 年目

の見直しを受けたということを書き込んだほうがいいということで、このような文言を入

れました。「本ガイドラインは、このような趣旨に基づき、2007 年 12 月に策定され、さら

に、2013――これは確定しておりませんが――何月に、同ガイドライン 6 号に基づき、改

定されたものである」という、そういうことで入れました。それに伴っての修正なんです

が、その 1、2 行前に、「同規程に基づき」ということがあります。これは前回、私のほう

で、このガイドラインの論拠を、根拠を入れておく必要があったものですから、規程に基

づいてガイドラインが成り立っているという位置関係を入れたつもりだったんですけども、

あくまでこの第 1 パラはガイドラインができるまでの経緯を書いているということで、旧

ガイドラインそのまま準拠いたしましたというか、そっくり同じ文書になります。むしろ、

この第 2 パラのところで、今回、改定を受けたというふうな説明になっておりますから、

これで明らかになりますし、あえてここで、「同規程に基づき」ということを持ち出さなく

てもいいということで、申し訳ありませんが、「同規程に基づき」という、このフレーズを

削除させていただきました。 

 ずっと下りてきまして、真ん中ごろでありますが、2 に「本ガイドラインの目的」という

のがあります。ここで第Ⅰ部、第Ⅱ部、第Ⅲ部とありますが、事業面の紹介でありますけ

ども、第Ⅲ部は「案件形成調査事業」とありまして、その次に「等」が入っております。

これはどういうことかというと、案件形成事業だけじゃなくて、その他の委託事業も、こ

の「等」で含めて考えるということで、「等」を入れることで、我々が抱えている案件形成

事業以外にも、このガイドラインは及ぶというようなことで考えさせていただきました。

これも前回、4 月 26 日のこのワーキンググループでご紹介したとおりであります。 
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 次の 5 ページでありますが、この上の表現、4 の「社会環境と人権への配慮」。これは前

にも申し上げましたけども、ちょっと文章があんまりはっきりしません。私もこれ、最小

限の手直しだけをしておりますので、やはりまだ、この 2 行は読みづらいというか、文章

としてこなれてないという印象をいまだに持っておりますので、さらにちょっとご検討い

ただけるとありがたいと思います。元のそもそもの旧ガイドラインの表現は、「環境社会配

慮の実現は、実情に影響を受ける」というような表現の文章で、ちょっと主語、述語だけ

ないですが、なかなか理解し難いというか、表現がきれいでない文章だったと思います。

今でも、私はまだ不十分だと思いますが、皆さん方のご意見を賜って、ぜひ、より良いも

のに。内容としては、考え方に違いが生じるような部分ではない、と思っております。 

 次が、5 ページの同じ、下から第 3 パラグラフになりますが、「事業の」というところに

黄色いマークを入れてあります。これはどういうことかというと、元の旧ガイドラインで

は、この中に、先ほどのⅠがどういう事業、第Ⅱ部がどういう事業、第Ⅲ部がどういう事

業というようなことを、名称を入れておりました。これは先ほど言いましたように、Ⅰ部

は何を、Ⅱ部は何をという記述が、もうすでにありますので、これは改めてこの事業を、

括弧書きを繰り返す必要はないだろうということで、事業名を単に列挙しただけの括弧内

を、全部削除させていただくということで。内容的に変化は生じないと思います。 

 次の 6 ページ目。これも前回の 4 月 26 日のワーキンググループを受けてでありますけど

も、一番上のパラグラフで、「5 年以内に包括的な検討を行い」。当初、我々のほうの修正は、

「その後は 10 年以内に行う」というような表現でありまして、JICA さんとのを比べてみ

ましたら、その先は書いてないと。必要に応じてやる、というような書きぶりでありまし

たんで、「その後は、必要に応じて改定を行う」というような他機関の例を参照させていた

だいて、表現を改めました。「その後は」ということになっております。 

 次が 7 番の「用語の定義」。同じ 6 ページでありますが。（2）になりますけれども、ここ

は、貿易･投資促進事業というものは、案件形成の事業も含んでのことなのかどうかという、

体系に関わる議論がありました。私ども事務局としては、その他ということで、委託は別

の分類にということを考えたんですが、そもそも考えてみますと、ご指摘がありましたよ

うに、貿易･投資促進事業という、この法律の、制度･目的の下で委託を受けているという

ことで、そこが食い違うということは、考えられないわけでありますんで、貿易･投資促進

事業には、経産省からの案計事業を含むものであると。いわゆる法律･目的に沿ったかたち

の受託を受けてるんだということで、書きぶりを改めました。そのときに、前にもご指摘

ありましたが、「また」だと、ちょっと文章のつなぎ悪いんで、「なお」というかたちで、

追記するような表現にさせていただいております。 

 次の（3）でありますけれども、これは特に、今ここで修正というわけではありません。

この（3）の中には、「プロジェクトのシーズ」という言葉が入っておりますんで、おそら

く、今日、議論していただける進捗状況とか、事業の熟度、それに係るところだというこ

とで、私のほうからマークだけをさせていただいております。 
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 続いては、7 ページ、次のページでありますが、（7）。これにつきましても、特に字句を

修正したわけではありませんけれども、（7）最後の、1 行目の最後、「次の段階で」という

表現があります。これもおそらく熟度との関係で、用語を注意しなきゃいけないことにな

るかと思います。取りあえずマークというか、黄色ではありませんけれども、記してみま

した。 

 次に行きますと、8 ページですけれども、3 に「企業の環境社会配慮へのジェトロの支援」

というところがあります。その（1）で「各種の実践事例」、これについては対応する部分

を、今、載せておりませんので、この表現をどうするかということが、まだ宿題として残

っていたところです。 

 次の（2）。これについては、前回のワーキンググループでご指摘受けたんですが、「第三

期中期計画」という名称を、ここにあえて入れることはないだろうと。また、第四期にな

ったらどうするんだ、というところがあるということで、「第三期中期計画に基づき実施す

る」という、この冒頭の字句を取りまして、その後半のほうの「日本企業の海外展開支援

事業等と環境社会配慮」というようなかたちで、表題を付けさせていただきました。 

本文のほうは、前は一つのパラグラフだったんですが、これを 2 つに分けさせていただ

いて、前半の「ジェトロは」から、ずっと 5、6 行ありまして、「第三期中期計画参照」。こ

れは、中期計画の中で第三期でありますが、どのような事業をジェトロが行うのかという

ことを、一応、列挙させていただいてるような状態です。なぜこういう書き方をしなきゃ

いけないかというと、第三期中期計画は、前にも佐々木さんからお話があったかと思うん

ですけども、これ以外の事業をしちゃいけないというような書き方になってるわけですね。

我々の普通の組織の考え方と違いまして、中期計画の中での書きぶりは、指摘する以外の

事業は行ってはいけないという、そういう除外する書き方になっておりますので、これは

この段階では、一応、率直に書かざるを得ないということになります。ただ、ここは確か、

高梨委員からだったと思うんですけども、ジェトロが何かできないのかと、働きかけ、で

きないのかというご指摘がありましたんで、そこについては事務局の中でちょっといろい

ろ相談かけまして、次のような書きぶりにしてみました。第 2 パラになるんですけども、（2）

の第 2 パラですけども「これらの海外展開支援事業の実施において、ジェトロは、環境社

会上の問題」、ここでは「これ」が 3 回ぐらい繰り返されていることで、ちょっとカットし

ましたけども、「問題対処にさらに注意を向け、日系企業に対する環境社会配慮面の助言や

情報提供を一層強化する」というようなことで、ちょっと修文してみたんですが、皆さん

方からのご意見というか、コメントをぜひいただきたいと思います。 

今のところが、Ⅰ部、Ⅱ部についての修正箇所、以上です。 

 

村山座長： 

ありがとうございました。では、何かお気付きの点、ありますでしょうか。 
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松本委員： 

大変細かいことですが、4 ページ目の「本ガイドラインは、このような趣旨に基づき」のと

ころは、「第一部 6」ですよね。「第一の 6」のガイドラインですよね。「同ガイドライン 6

号」というと、何かよくわかんないですけど、同ガイドライン「第一部 6」ですね。 

 

作本審査役： 

そうですね。 

 

松本委員： 

6 号なんですか。そこもよくわかんなかったんですけど。 

 

作本審査役： 

この番号の呼び方は、どうなってるんでしょうね。 

 

松本委員： 

通常はかぎ括弧に入れて、「第一部･6」でいいのかなと思ったんですけど。 

 

作本審査役： 

「第一部」はあったほうが……。これは「ごう」でよろしいんですね、この呼び方という

のは。 

 

佐々木主幹： 

全部数字は入れたほうがいいですね。 

 

作本審査役： 

そうですね。「第一部」は、取りあえず必要で。 

 

佐々木主幹： 

正確に「第一部」から。 

 

柳副委員長： 

本当は 6 号とかいっても、号にしてるわけじゃないので、ガイドラインに規程する改定規

程とか、なんかそういうようなことのほうが、わかるんじゃないですか。 

 

作本審査役： 

具体的に入れる必要ないですか、もう。ガイドライン全体で。 
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柳副委員長： 

どうしても改定されたということを、ガイドラインに基づいてやりたいということを入れ

て、その根拠を示したいということだったら「改定規程に基づき」とか、そのぐらいでい

いんじゃないですか。「号」はちょっとおかしいと思うんですけど。 

 

作本審査役： 

「号」ははっきり呼び方、指定してないということに。 

じゃあ、「同ガイドラインに基づき」でよろしいですか。松本さんからの「第一部」とい

うのを削除させていただいて。何か良い表現があれば。 

 

柳副委員長： 

「規程に基づき」のほうがいいんじゃないんですか。それは根拠があるわけでしょう。根

拠を言いたいわけですよね、6 号の。 

 

作本審査役： 

ただ、規程には「5 年ごとの見直し」が書いてある……。 

 

柳副委員長： 

いやいや、この規定ですよ。 

 

作本審査役： 

普通、定めるものですか。 

 

柳副委員長： 

そうそう。 

 

原科委員長： 

「てい」の字が。 

 

作本審査役： 

「同ガイドラインの規程」で読んでよろしいんですね。 

 

松本委員： 

その場合、「定める」なんですよね。その前の「きてい」は。 
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柳副委員長： 

そうです。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「規定」と書く？ 6 号じゃなくて。 

 

作本審査役： 

一般的な意味で「きてい」と読んだだけですね。ガイドラインは規定に値するんですよね、

一応ね。 

 

松本委員： 

ガイドラインの「きてい」というのは、その中に定めて言うことを指す場合は、定める。 

 

作本審査役： 

そういうものの意味合いでの規定ですよね、具体的な。定めることは、わかってますけど。 

 

松本委員： 

「程」になると、ガイドライン全体を指してしまう。 

 

作本審査役： 

わかりました。 

 

村山座長： 

ほか、いかがでしょうか。よろしいですか。ちょっと第Ⅲ部を議論しないと確定できない

ところがあるんですが、とりあえず第Ⅱ部までは、一通り整理したということでよろしい

ですね。 

 

高梨委員： 

ちょっと。6 ページのところの「ジェトロ案件形成」というところがあるんですけども、こ

れをつくったときは、一般にジェトロ案件調査というのは、当時、一般論として使われて

たんですよね。とりあえずですけど。だから、これを「ジェトロ案件調査」と括弧して、

通称言われてるこれは、経産省からの委託調査ですよというふうに言われてたんですけど

も、現在はこういうふうに、むしろ呼べない状況なんですね。だから、ちょっとこれを括

弧で「ジェトロ案件形成調査」と今言うのは、我々からするとちょっと違和感があって、

せいぜいやるとしたら、前のジェトロの前の括弧じゃなくて、ジェトロの後の案件形成調

査のほうの括弧。 
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作本審査役： 

すいません、箇所、場所は。 

 

高梨委員： 

6 ページの真ん中。 

 

原科委員長： 

「ジェトロ案件形成調査」という表現は、適当じゃないということですか、今は。 

 

高梨委員： 

特に括弧で閉じてるからね。今はそういう時代じゃないような気がして。むしろここでは、

ジェトロさんがやる案件形成調査というのは、もっぱら経産省からの受託調査だと思いま

すので、そういう意味では、括弧は案件形成調査のほうだけでいいんじゃないかなと。 

 

原科委員長： 

「ジェトロ」と付けないほうがいいと？ 

 

高梨委員： 

ええ。今じゃ、ジェトロ案件形成調査というのは……。 

 

原科委員長： 

固有名詞的な扱いじゃないということ？ 

 

高梨委員： 

ええ。もう、そういう時代。 

 

松本委員： 

この文章の規程は、案件形成調査というのを一般的に定義して、経産省から受託したもの

はジェトロ案件形成調査という二段構えですよね。その必要性があるかどうかですよね。 

 

原科委員長： 

後半、削除してもいいかもしれないね。 

 

松本委員： 

つまり、経産省からの受託と、一般論としての案件形成調査の 2 つを定義する必要がある
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のか、一つだけでよければ、案件形成調査だけでいいということになりますよね。 

 

村山座長： 

多分、ここは第Ⅲ部に絡んでいて、一緒に議論したほうがいいかもしれませんが、むしろ

この前の点までのシーズを発掘するために行う調査というのが、実態と合ってない気がす

るので。 

 

作本審査役： 

この全文、後で見直しということで、おっしゃるとおりの。確かに二段構えという考え方。 

 

村山座長： 

案件形成調査を経産省からの受託……。でも、ここで定義しておけば、第Ⅲ部で言う必要

なくなるんですよね。ちょっと一緒に議論しますか。 

 

柳副委員長： 

すいません。それから 5 ページ目の 4 の社会環境と人権への配慮で、先ほど作本さんが言

われた「影響を受けやすい」とすると、文章が続いて読みやすくなるかというと、そうで

もなくて、これは「環境社会配慮の実現にあたっては、実情による影響を受けることがあ

る」とか、そういうようなかたちにしたほうがいいんじゃないですか。 

 

原科委員長： 

「実現にあたっては、受けやすくなる」。 

 

柳副委員長： 

「受けやすい」んじゃなくて、「受けることがある」と。 

 

作本審査役： 

そうですね。全部の場合じゃないですからね。 

 

柳副委員長： 

そこでは特別な配慮が求められるという。 

 

原科委員長： 

「受けやすい」というと、しばしばという感じがあるけど。 

 

作本審査役： 
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しばしばですね。すべてにおいてしばしばとなるから、そういう場合もあると。「あたって」

のほうがいいですか、「実現にあたって」まで。 

 

原科委員長： 

「実現は」でもいいけどね。「実現にあたっては」。 

 

柳副委員長： 

「実現は」はというのか……。 

 

原科委員長： 

「あたって」のほうがいいか。 

 

柳副委員長： 

「あたっては」のほうがいいんじゃないですか。 

 

原科委員長： 

「実現にあたっては、影響を受けることがある」と。「実現は、影響を受けることがある」、

それでも意味は通じるけどね。 

 

作本審査役： 

「地域の実情」というんですか、こういうときには。 

 

柳副委員長： 

広く取ったんです。あんまり細かくやると、きりがないから、多分このときは。 

 

原科委員長： 

「状況」でもいいか。「実情」というと、ちょっと強い言い方かな。 

 

作本審査役： 

何か、生々しいような。テロがあったかなと思っちゃう。 

 

原科委員長： 

「実情」というとね。「状況」だ。「地域の状況によって」。その辺は、むしろ作本さん、「実

情」という表現から「状況」という、もっと柔らかい表現に。 

 

作本審査役： 
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あんまり聞かない言葉ですね。週刊誌しか聞かないような。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「地域の状況」でもいいよね。じゃあ、「状況」にしましょう。 

 

作本審査役： 

ありがとうございます。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「環境社会配慮の実現にあたっては、当該国の社会的･制度的条件及び事業が実施

される地域の状況による影響を受けることがある」と。 

 

作本審査役： 

はい。じゃあ、そういうことで。 

 

高梨委員： 

最初、本当は、見たときに、前に社会と制度が書いてあるんですけど、自然環境という言

葉が、ここにはなかったんですね。 

 

原科委員長： 

これから社会環境は人権への配慮ということだから、そういう表現でいいんじゃないです

か、この部分は、ここに関しては。全体的には、おっしゃるようにね。全般的に。 

 

高梨委員： 

それから、あと一点。8 ページの下のほうの手直しというか黄色のところなんですけど、こ

こで「これらの海外展開支援事業の実施において」というところで、もっぱら日系企業に

対するということで絞ってるんですよね。最近はジェトロさんの事業で言うと、現地の企

業に対して、支援をどんどんやってるんですよね、専門家を出して。それで、この前もお

話しした問題の事例なんかも、本当は現地側がもっとしっかりしなきゃいけなかったとこ

ろなんですよ。それを、本来ならば JICA の専門家と一緒にやってるはずなんですけども、

結局、十分、向こうを指導できなくて、日本企業だけ連れて行っちゃったけど、問題が起

きちゃったときに。だから、ここに「日系企業」があってもいいですけど、「並びに」で「現

地」あるいは「地元企業」というふうに入れないと、ジェトロさんの新しい役割という問

題で、今まさに、そこが問われてると思うんですね。今まで日本企業だけだったけども、

これからは現地のほうも、やっぱり社会環境配慮をしなさいと。 
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作本審査役： 

どうなんですか、これは、ジェトロの事業としては、現地の企業の育成というか、その辺

り、指導というのは入ってるんですよね、目的に。すいません、自分で聞いちゃいけませ

ん。ジェトロの事業目的としては。 

 

佐々木主幹： 

入ってるのと、もう一つは例えば、工業団地誘致を支援するなんていう場合は、両方支援

してるわけですね。日系企業を呼び込むという支援と、もう一つは現地の、インドならイ

ンド側を支援してるわけですから、両方入れたほうが、今、いいと思うんですね、高梨さ

んのご指摘のとおり。 

 

原科委員長： 

なるほど。そうすると、「日本企業の海外展開及び現地企業の支援事業」。「及び現地企業の

支援」とやってもいいかな。そのほうが、ジェトロの公共性が出てくるな。 

 

佐々木主幹： 

「企業」とするか、現地側。国とか第三セクターの場合もあるんで。 

 

原科委員長： 

「現地企業等の支援」か。 

 

佐々木主幹： 

そうですね。 

 

村山座長： 

という表現でいいですか。 

 

作本審査役： 

ちょっと待ってください。日本の環境基本法の中には、「日本の政府は情報を提供すること

に努める」となってるんですね。それをジェトロは実際仕事やってるから、情報提供を努

めるように一歩踏み込むかたちにするのかどうかですね。日本政府は海外に出る、進出す

る企業に、情報提供と、環境に関してですね、提供することに「努める」という止まりに

なってたと思うんですが。 

 

高梨委員： 

そうですか。 
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作本審査役： 

ODA とはまた使い分けしてますけど。 

 

高梨委員： 

それは一般論のあれでしょう。 

 

作本審査役： 

一般論ですね。ジェトロでどこまで入るかと。 

 

高梨委員： 

ここの主語は「海外展開支援事業の実施においては」となってるでしょう。だから、ジェ

トロさんのやってる個別の、そういう海外展開支援事業をやってるわけで、その中では、

当然、両方に配慮するということになる。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「日本企業の海外展開新事業及び関連する現地支援」みたいな表現のほうがいいの

かな。 

 

作本審査役： 

「これらの」で、もうすでに日本企業の一行目は入ってますね。ただ、「中小企業を中心と

する日本企業の」というのが、「これらの」という言い方だと私は思ってるんですけども。 

 

佐々木主幹： 

だから、中小企業を日本が支援するという立場から見た場合ですけども、もう一つ、相手

国側を支援するというのも中期計画には明記されてるわけですから、この上の段にある「途

上国支援を行っている」ということですから、相手国あるいは相手国の第三セクターある

いは相手国現地企業を支援、手段としては助言と情報提供としても、全くおかしくはない

だろうと思うんですけど。 

 

松本委員： 

それは大きな項目として、日本企業の海外展開支援事業なんですか。 

 

佐々木主幹： 

違いますね。 
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松本委員： 

そうすると、項目自体が違いますよね。 

 

原科委員長： 

「等」の中に現地支援が入るかという感じを受けたんですが、今、聞いてて。「日本企業の

海外展開支援事業『等』」の中に、現地支援も入るのかなという。 

 

佐々木主幹： 

真ん中辺りのパラグラフに「さらにアジア等々の経済連携の強化に向けて云々」というと

ころがありますけど、ここは相手国を支援しましょうねというところなんですね。それか

ら、ちょっと別に区分けを。これは相手国支援をしているという考え方ですね。 

 

村山座長： 

それは並列と考えてるんですか。 

 

佐々木主幹： 

並列ですね。中期計画でいうと項目があって、その一つが。 

 

村山座長： 

並列だとすると、松本さんおっしゃったように、項目の名前自体がおかしくなりますよね。

日本企業の支援の一環として、相手国にも協力するんだったら、これでもいいと思うんで

すけど。 

 

作本審査役： 

一般的にはできないんじゃないですか、ジェトロは。自分の事業展開に係るところで、い

ろいろ情報を提供するということはできるでしょうけど、不特定の相手をつかまえてセミ

ナーを開くのは別でしょうけど、できるんですかね、システムとして。 

 

原科委員長： 

そうすると、中を含んでもいい。支援事業の一部だと。海外支援事業の一部としてやると

いうことであれば。そうすると「等」でもいいんだよね。 

 

作本審査役： 

あるいは、セミナーやってもらったら、ありがたいと思うんですけどね。商工会議所と具

体的にそういう公募や募集で、気を付けなさいというようなセミナーやってくれたら、あ

りがたいけど。 
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高梨委員： 

だから、やってると思いますよ、ジェトロさんは。 

 

原科委員長： 

ただ、見出し、これでいいかな。だから、本文の中を少し変える。 

 

松本委員： 

であれば、修文する場所は、さっき原科先生がおっしゃったように、前のほうじゃなくて、

その後の「日系企業に対する」のところに「日系企業及び」になりますよね。「及び～～」

ですよ。 

 

作本審査役： 

「～及び現地企業への」……。 

 

松本委員： 

「現地政府･企業」ですか、さっきの話だと。 

 

作本審査役： 

現地政府、入れますか。 

 

松本委員： 

さっき佐々木さんがおっしゃった話を入れると。 

 

原科委員長： 

「現地企業及び政府」か。 

 

松本委員： 

「等」は企業だけではないという話でしたから。「現地政府･企業」ぐらいなのかなと。 

 

村山座長： 

中期計画で「途上国に」という言葉を使ってますよね。これは国ということですよね。 

 

佐々木主幹： 

作本さん、黄色の前のところ。上の段のところ。 
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作本審査役： 

これは抽象的に国で、政府を特に名指しで言ってないかもしれませんよね。 

 

原科委員長： 

「途上国にビジネス開発支援等」というのは、「途上国」という意味は、企業も国も入るの？ 

 

作本審査役： 

計画の解釈方法がわかんないですけども。 

 

原科委員長： 

それと、「政府」と書いてないからね。途上国、国だから、包括的なのかね。 

 

作本審査役： 

私は実際こういう活動をすること、今、佐々木さんとも話してるところでは、何かジェト

ロが具体的に情報提供の活動できないかと。新しいところを始めなきゃということを、こ

の数日、話してるんですね。我々もそういう機会を探したいなということはあるんですが。

ただ、この表現の中でどこまで具体的に書いちゃっていいのかどうか、そこは今、わから

ないところです。 

 

佐々木主幹： 

これは前回、高梨さんのほうからご指摘があった、今後は案件形成だけじゃなくて、本体

事業のほうでも、本体事業という表現はあれですけども、事業のほうでも力を入れるべき

じゃないのという例で、ミャンマーの例でしたかね。工業団地で、ちょっと入居の際にう

まくいかなかったんだよということが。 

 

高梨委員： 

カンボジアね。 

 

佐々木主幹： 

カンボジアですか、ごめんなさい。あって、それで、そういうふうにしたあれですよね。

だから、そこは無視できなくなる要素ですから。 

 

原科委員長： 

そしたら、見出しはこのままにしておきまして、それで今の議論、2 行目。これには「輸出

促進、海外進出･在外日系企業の支援等」の中の「等」をもうちょっと明示的に示して、「等」

の代わりに「及び現地企業･政府等の支援が含まれる」という表現にしたらどうですか。 
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村山座長： 

今、ここですか。ここは、ただ、中期計画に入ってます。 

 

原科委員長： 

中期計画、そのままでいいのか。 

 

作本審査役： 

ここは引用みたいなものですね、縮めて書いただけの。 

 

原科委員長： 

どこにそう書いてあるの。 

 

作本審査役： 

第 1 パラの最後のに。 

 

原科委員長： 

参照と書いてあるということは、これをもって。参照ということは……。 

 

作本審査役： 

我々が参照したということで、そっくりその字句を並べただけの……。 

 

原科委員長： 

これは参照というのは、これを「参照しろ」かと思った。参照したということ？ 

 

作本審査役： 

参照して、この文章を引っ張ってきたというだけで。 

 

原科委員長： 

参照と書くと、「ほかを参照しろ」みたいに。「引用」と書いたら？ 

 

作本審査役： 

なぜかというと、中期計画以外の仕事はやっちゃいけないよというから。 

 

原科委員長： 

「計画からの引用」と書いてくれないと、それじゃあ。 
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作本審査役： 

ええ。はい。 

 

原科委員長： 

じゃあ、ここ、いじれないの？ 

 

作本審査役： 

引用ではないんですよね。 

 

原科委員長： 

「からの引用」か。 

 

作本審査役： 

都合の良いところを、キーワードを。ちょっと笑われちゃいますけど、言葉、並べただけ

です。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「抜粋」とか。なんか、そういう「オリジナルは違う」とやってくれないと。 

 

作本審査役： 

はい、わかりました。 

 

原科委員長： 

抜粋か。「からの抜粋」ね。参照というと、「これ、見なさい」みたいな。「計画を参照しな

さい」みたいな。じゃなくて、抜粋か。そうか。じゃあ、その下の 3 行をいじるしかない

ね。 

 

作本審査役： 

3 行で、ジェトロとして少し前向きに。 

 

佐々木主幹： 

しかし、そうですね。全文というよりも、都合の良いところだけ取ってるんで。 

 

原科委員長： 

むしろ、「ジェトロは」の前にちょっと、「以下引用」と、わかるようにパッと明確化して。
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第三期中期計画によれば、これ以下のことは記述されていると。そうやって進めたらどう

かね。それを受けて、そこで、これこれ、と書いて。 

 

作本審査役： 

この上の 5、6 行、毎回変わるかもわかりませんから、とりあえずはここは、もう当てはめ

にしておいて。むしろ我々は、この次の 3 行に何か入れられないか、ということを考えた

んですが、ここでやはり助言とか、情報提供で、やっぱりぎりぎりかなという感じを持っ

たんですね。 

 

村山座長： 

下から 2 行目の「日系企業に対する」というところに、「日系企業及び現地」……。 

 

作本審査役： 

「日系企業及び現地企業」。政府、入れていいもんなんですか、ここに。 

 

原科委員長： 

「現地企業･政府」としたら？ 

 

作本審査役： 

政府に口出す、政府に助言すると。JICA では、もう当たり前なんですけどね、具体的に事

業を持ってますから。 

 

佐々木主幹： 

助言というのは、どこまで考えるかなんですけどね。 

 

作本審査役： 

ジェトロは、そこまで相手の政府に対して言えるというスタンス、ありますか。やってま

す？ 担当官を通してでもいいですけど。 

 

村上課長： 

今週やったセミナーは、政府関係者も呼んで。 

 

作本審査役： 

そういう中に環境のことを言えば。 

 

原科委員長： 
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「現地企業等」にするか、「･政府」と明示するか。 

 

村山座長： 

むしろそれは、ジェトロさんの……。 

 

原科委員長： 

だから、「日系企業及び現地企業･政府」か、「及び現地企業等」とするか。どっちがいいで

すか、ジェトロの感覚として。 

 

作本審査役： 

私よりも……。どうなんですか。 

 

村山座長： 

我々に聞かれるよりも、むしろ、ジェトロのほうがどうお考えか。 

 

高梨委員： 

実際は両方やってるんですよね。 

 

作本審査役： 

やってるんですね。だから、間違いにはならないですよね。 

 

原科委員長： 

「現地企業･政府」とやったほうが、パブリックなイメージありますよね。 

 

柳副委員長： 

ただ、用語的には、「助言」という言葉は、相手国政府に対してはちょっと難しいと。企業

に対しては、国内企業はいいんですけど、「支援」とか、そういうような言葉のほうが妥当

ですよね。 

 

原科委員長： 

じゃあ、文章を変えるか。「さらに」とかね。「現地企業･政府への支援」。 

 

作本審査役： 

「支援」だったらば。ただ、一般的、高梨さんの表現で、抽象的な言葉よりも、何か具体

的に結びつくような情報提供だとか何か。うちのホームページを改定するとか、いろいろ

やり方あるかと思うんですけど。 
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原科委員長： 

「さらに現地企業･政府への必要な情報提供を行う」とか、そんな感じ。 

 

作本審査役： 

「助言」というのを取っちゃいますか。 

 

原科委員長： 

いや、企業には「助言」でいいんでしょう。だから、文章を追加して、「さらに現地企業･

政府への情報共有を行う」、「必要な」とか、そんな感じじゃないですか。 

 

村山座長： 

もし分けるとすれば、現地企業は前に入れておいていいんですよね。 

 

原科委員長： 

いや、「助言」に係る単語だと言ってたよ。 

 

村山座長： 

現地企業は「助言」でいいんですよ。 

 

柳副委員長： 

企業はいいんですよ。政府に対しては、ちょっと「助言」は……。 

 

作本審査役： 

企業は問題ないんだけど、政府は対等の関係かどうかということありますから、「助言」と

いう言葉を容易に使えるのかどうか、わかんないんですが。 

 

原科委員長： 

これは「日系企業及び現地企業に対する助言」か。「さらに必要があれば、政府への情報共

有」か。そのぐらいでいいか。 

 

高梨委員： 

ただやっぱり政府が一文になっちゃうと、JICA さんとのあれが出てくるからね。そこまで

一文にしちゃっていいかなというのはね。 

 

原科委員長： 
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「及び現地企業等」だな。 

 

作本審査役： 

「等」でいきますか。 

 

原科委員長： 

「日系企業及び現地企業等に対する」ですね、そうしたら。「等」ですね、一応。 

 

作本審査役： 

その次も。 

 

原科委員長： 

「等」にしておくといいかもしれないよ。NGOにも助言、頼まれたことあるよ。いろんな

ステークホルダーいるから、これが何にでるか、わかんないね。 

 

作本審査役： 

助言と情報提供、これはだぶるところはないですよね。 

 

原科委員長： 

それは和集合と考えて、助言もありますし情報提供もあるし、両方。別に共通項じゃなく

ても。 

 

作本審査役： 

若干重なっても「や」でいいと。あと、「強化」という言葉はどうですか。「一層強化」と

いうのは、私、勝手につくった言葉なんですけども、もとは支援するというような抽象的

な言葉だったんですが……。 

 

原科委員長： 

これまでやってきたということを言いたい？ 

 

作本審査役： 

よりも、もっと強めると。表現はどうですか。 

 

柳副委員長： 

「促進」。促進する。今までやってきたわけでしょう。 

 



ジェトロ環境社会配慮ガイドライン改定 WG（2013/6/07） 

 

23/75 

 

作本審査役： 

そこは、抽象的に頭の中に、そういう方向で、ということは持ってたんでしょうけど、具

体的に、ｍそれを強めるためのセミナーを開くとか、先ほど。私は今、そっちのほうが必

要とされてると思うんですよね。セミナーを開いたり、企業を呼んで、いろいろ講習会を

やったりとか。 

 

原科委員長： 

だから「強化」という表現でもいいけど、柳先生は「促進」でいいんじゃないかと。「一層

促進」でもいいかな。 

 

作本審査役： 

「促進」ですね。 

 

原科委員長： 

促進って論理でいいよね 

 

作本審査役： 

促進のほうが、確かに。「一層促進」って、日本語おかしいですね。「一層」いらないです

ね。 

 

柳副委員長： 

「一層」はいらないね。 

 

村山座長： 

「行う」ぐらいでもいい気がしますけどね。 

 

高梨委員： 

ただ、僕なんかからすると、オリジナルどおりに「一層強化する」にしてほしいですね。

というのは、今までもやってるんですよ。 

 

原科委員長： 

そう。それを言いたいんだよね。だから、「行う」じゃ、だめなんだ。 

 

高梨委員： 

結局、現場で一番、これから海外投資とか企業の誘致とかいうことになると、今、中小企

業支援というのを、外務省が始めたんですけど。外務省の方わからないんですよ、現地的
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には。企業のマッチングなんていうのは。まして、大使館もわかんないんですよ。だから、

あの分、予算が今、ODA のあれになってるからいいですけど、僕らからしたら、まさにジ

ェトロさんがやってることを、拡充するほうが、本当は効果があるんですよ。その中では、

環境面でしっかりやりなさいよ、というのは、日系企業には言ったらトラブルが起こるか

ら、現地企業や政府のほう、特に工業団地工場なんかには、もうしっかり言っておられる

んですよね、個別には。でも、これからさらに中小企業支援なんて、さっきのカンボジア

の例じゃないんですけど、もっとジェトロさんも強化しないと。JICA がやろうといったっ

て、そんな専門家、いないんですよ。だから、ジェトロ事務所の人が、さらにやっていく

というのは、本当、僕らからすると、「一層強化」したほうがいい。 

 

柳副委員長： 

「さらに促進する」。 

 

原科委員長： 

じゃあ「さらに促進」か「一層強化」。 

 

柳副委員長： 

「一層強化」より、「さらに促進する」と。今までやってるんだったら、さらにもっとね。 

 

作本審査役： 

一歩前に進むじゃないですけど、「さらに促進する」。 

 

原科委員長： 

現場の感覚で、高梨さんのおっしゃったような状況では、「一層強化」でもいいような感じ

も受けましたけど。 

 

松本委員： 

現場の感覚でいうと、「政府」という言葉は、残してほしい気がしますけどね。「企業等」

の「等」でごまかされるよりは。もしジェトロに問題がないのならば、「政府」という言葉

は、残しておいてほしいなとは思いますけどね。 

 

作本審査役： 

ジェトロ、そこまで。実際やってることは、もう本当に……。 

 

原科委員長： 

「助言や情報提供」だから、「助言や」だから、どっちかだから、助言に係ると考えてもい
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いよね。情報提供は係るけど、助言は向こうが求めてからやるぐらいですね。 

 

松本委員： 

ジェトロが気にするなら、やめたほうがいいと思うんですけど、我々の側が政府に配慮す

ることはなくて、「政府」は入ったほうがいいと思って。 

 

原科委員長： 

ジェトロ側の判断だな、それは。 

 

松本委員： 

ええ。ジェトロが「政府」、まずいと言うなら、削って「企業等」でもいいですけど、ジェ

トロが問題ないんだったら、「政府･企業」のほうが、私はいいと思います。 

 

高梨委員： 

現場感覚で言うと、この政府に対して、ジェトロさん、うまくないんですよ、あんまり。

要するに、ディプロマシー的なあれがない。そういう面では、やっぱり JICA さんに比べる

とね。だから、現場からどんどん助言して、上げていくのはいいんですけど、政府と集ま

ってと、ジェトロミッションでやっても、そんな、僕らは成果期待しない。やっぱりそこ

は、ジェトロさんの弱いところでね。要するに、現地政府とのダイアログになったときに、

どこまで、ジェトロさんと言うかというところがね。海外投資の一環とか、貿易促進のあ

れでは、別にいいんでしょうけども。 

 

松本委員： 

高梨さん、それは、そこを強化してほしいというのは、この文面ですか。 

 

原科委員長： 

でも、いろんな側面あるからね。JICA の立場と、ジェトロで違うからね。 

 

高梨委員： 

僕らは一番原則は、やっぱり現場のあれをしっかりやりなさいと。上のほうの話になっち

ゃうと、さっきの状況になるから、あんまり一足飛びに。僕らは無理だろうと。だから下

からどんどん強化していってね。 

 

作本審査役： 

確かに私も、高梨さんのお話聞いてて感じたのは、外から見てるジェトロというのは、そ

のままなんでしょうね。おそらく投資機会がありますよと、そんなかたちでの支援はして
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るんでしょうけど、あるいは、情報提供してるんでしょうけど、「全般的に気を付けなさい、

これとこれに薄氷があるから、落とし穴あるから気を付けなさい」というかたちでのアド

バイスに至ってませんね。とりわけ環境についても、環境の法律案ぐらいまで言ってるけ

ど、それ以上のことで、「気を付けなさい、経営上気を付けなさい」なんていうことは、ほ

とんど入ってないというか、言ってないような気がしますね。 

何か一歩前に出て、ジェトロの積極的な活動に結びつけるような、何かそういうことを、

この数行に、私は込めたいというのは、佐々木さんとの思い入れなんですけど。 

 

佐々木主幹： 

ちょっと「政府」の件、預かりにさせていただいて。次回までに詰めてきますので。そこ

だけ。趣旨としては、理解しましたので。 

 

原科委員長： 

取りあえず「等」にしておいてね。最小限「等」にすると。それを表へ出すかどうか。 

 

村山座長： 

最後の部分は「一層強化」に。 

 

原科委員長： 

「一層強化」のままでいいんじゃない。オリジナルので、いいような感じ。 

 

作本審査役： 

よろしいですか。取りあえず「一層強化」のままで。 

 

村山座長： 

ほかはいかがでしょうか。 

 

佐々木主幹： 

座長、ちょっと細かいんですけども、一点。6 ページの経済産業省からの受託。これは前回

も話に出たんですが、今は、間接受託なんですね。ですから、この表現ですけども、むし

ろ村上課長、あれですかね。経済産業省からの受託という表現。厳密にいうと、監査法人

からの受託なので、ここの表現を変えるかどうかですよね。そこをちょっと。これも中の

話……。 

 

村上課長： 

（3）は、後でまた議論するという話だったので。 
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佐々木主幹： 

そうですね。ですけど、そこはちょっと、頭の中に入れておかないと。 

 

松本委員： 

参考までに、手は挙げてるんですか。要するに孫請けではなくて、もともとの受託に、手

は挙げてるんですか、ジェトロって、今。監査法人が今やってるところに、競争相手とし

て、手を挙げてはいないんですか。 

 

村上課長： 

一緒に手を挙げている……。 

 

原科委員長： 

最初から組んで、挙げた？ 

 

村上課長： 

最初から組んで、挙げてます。 

 

佐々木主幹： 

ただ、あれですよね。名義的というか、名前としては、監査法人という名前。 

 

原科委員長： 

監査法人から受けてやる格好じゃないと、会計上の問題があるんだよな。 

 

村上課長： 

今、一般競争入札なんで、契約相手は、監査法人にしちゃった。 

 

松本委員： 

ジェトロって、手挙げられないんでしたっけ。 

 

村上課長： 

挙げられるんですけども、相対契約というんですか。我々は、あくまで採択として下に入

るかたちじゃないと……。 

 

松本委員： 

主契約では、手挙げられないんですよね、今。 
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村上課長： 

挙げられないです。 

 

高梨委員： 

挙げられないことはない？ 

 

原科委員長： 

最初から手挙げることできるの？ 

 

村上課長： 

挙げることは、できるということですか。テクニカルには、多分できます。 

 

原科委員長： 

できますよね。じゃあ何で。最初から辞退なの。確か会計上の問題の透明性を高めるため

に、あれを噛ませたのかと思った。そういう意味ではないのか。 

 

村山座長： 

そういう趣旨ではなかったんでしたっけ、前の政権の。 

 

村上課長： 

そうですね。 

 

原科委員長： 

それでなかったら、余計なことすることないよね。 

 

村上課長： 

そういう会計的なところは、監査法人にやってもらうということのほうが、効率的だろう

という判断で、今のフォーメーションになったんです。 

 

原科委員長： 

国民が、監査法人に入るか。議会か国会か知らないけど。ジェトロが手挙げることは問題

ないと思うんだけどね。 

 

佐々木主幹： 

もし連合入札という言い方、変ですけど、名前が一体になってれば、この表現でいいと思
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うんですけど。ただ、新日本監査法人ですよ、ということであれば、ちょっと表現は変え

ないと。 

 

原科委員長： 

そうですね。 

 

高梨委員： 

ただ、定義的には、やっぱり経産省のあれですよね。 

 

佐々木主幹： 

そうですね。実態的にはそうですね。 

 

高梨委員： 

新日本監査法人と挙げたら、なぜそんな新日本監査法人に、民間からの受託事業について、

こんなガイドラインという話を……。 

 

佐々木主幹： 

そこは、具体的に、名前は勘弁してもらいたいんですが。ちょっと前とは違いますから、

明らかに。直接受託の時代とは、違うわけですから。そこは今決めなくてもいいと思うん

ですが、いずれちょっと、多分変えたほうがいいんだろうなという気はしますけど。 

 

柳副委員長： 

それは「経済産業省からの」というのを、取るだけでもいいんじゃないですか。要は、案

件形成調査等の委託事業を、含むかどうかという話ですよね。 

 

村山座長： 

そうなんです。ただ、2 番はそれで、（2）はそれで済むと思うんですよね。（3）はさっきの

議論があるので、ちょっと検討が必要になりますね。 

 よろしいですか。それでは、第Ⅲ部のほうですが、ジェトロのほうで用意していただい

たメモを、簡単にご紹介いただいてもいいですか、前回の議論。 

 

佐々木主幹： 

メモといいましても、これは前回の議事録。議論があったところをちょっと抜粋したもの。

矢印のところは事務局が見た制約をちょっと書いたというだけのところでございます。Ⅲ

部、前回は熟度の仕分けをどうしましょうかねということから始まったと。ただ、これは

もちろん一回では結論出ませんので、引き続き議論していただくということだと思います。
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ただ、現時点での制約、矢印の 3 番目ですけども、これは、今の段階で何ができるんだと

いうことをちょっと繰り返しただけなんですが、案件が採択される前の段階では、審査役

が間接的にガイドラインの趣旨を、メモなり資料に反映させる。それからもう一つは、調

査企業に報告書作成の指導をする際に、やはり間接的にガイドラインを反映していただく

ということ。それから事業については、報告書の評価基準になる。それで、意見書に反映

させて。これは一周遅れになりますけれども、METI へ報告をするということが、現状でき

る範囲内でやってることということですね。ですから、これをどういう方向に持っていく

かということが、ブレイクスルーできるかできないか、制約になっているということです。

それから 2 番目は、これはペーパーワークの話ではなくて、委員長のほうからご提案あっ

たんですけども、ペーパーワークでものを進めるだけでなくて、コミュニケーションとい

うのは非常に大事と。したがって非公式･非公開というかたちで、METI と、調査実施直後

に、何らかのかたちで対話が持てないかという提案がありましたんで、ここはちょっと、

いずれ検討しなきゃいけないということで、メモさせていただきました。 

ただ、最後の、これは当たり前の話ですけど、相手があっての話で、受託契約の今のか

たちをとってる以上、これを当たり前のように進めるということはできない、ということ

ですね。現実にちょっと先月まで TICAD があって、村上のほうもちょっと全くそこは手が

回らないというんですか、時間がなかった。それからもう一つは、入札も新年度の分のが

ございましたんで、まだここは先方には出てないということですね。以上でございます。 

 

村山座長： 

ありがとうございました。それで、今のは大事な話なんですが、ちょっとガイドラインの

扱いは非常に難しいという気がしますので、第Ⅲ部について、具体的な議論を進めていき

たいと考えております。それで今回、今日が第 5 回目ということで、それなりに時間が過

ぎてきてますので、あと何をやらないといけないかということをちょっと整理する意味で

も、私のほうでつくってきた資料が入ってると思います。こちら、第Ⅲ部案件形成調査事

業ということで、全体の内容を少しポイントだけ抜き書きをして、現行というところに書

いてみました。これを変える、改正と書いてますが、改定ですね。改定するといった場合、

どうするかということを。方針をずっと見ていくということをやってみてはどうかなと思

っていますが、こんな感じでよろしいでしょうか。じゃあ、具体的な文言については、現

在のガイドラインも参照していただきながら進めていきたいと思います。まず前提ですが、

大きく分けて、事業の対象と、それから事業の段階、調査目的、あと、ガイドラインの目

的というのも入ってると思います。事業の対象については、かなり具体的に事業名が書か

れているんですが、これはおそらく、現段階では書けないですよね。これ、先ほどの経産

省からの受託という話にも関係するんですけど、ここはどうしますかね。これ、もう前で

書いておけば、削除しちゃってもいいかなという気がしたんですが。何か書いたほうがい

いですかね、ここも。 
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作本審査役： 

私は、受託を受けようが受けまいが、ジェトロとしての環境社会配慮をどう考えるのかと

いうことは、受託はなくなっても、じゃあ、いらないのかということにならないためにも

入れておきたい。かといって、ジェトロの本体の事業で該当してるのは、ほとんどない。

実際、情報提供ですから、ないのはわかってはいるんですけど。基本的なスタンスとして

は、やっぱり環境に配慮するという、そういう政府機関じゃないとおかしいという気持ち

を持ってます。以上です。 

 

村山座長： 

前提そのものを削除ということではなくて、前提の最初のポツに書かれている調査の具体

的な名称についてですね。ここで記載をするかということなんですが。 

 

松本委員： 

これは、あったほうがいいんじゃないんですかね。 

 

村山座長： 

よろしいですか。 

 

松本委員： 

名称の変更があった場合には、それは軽微な変更として毎回ここで議論して、改定ではな

かったので。ただやっぱり、ターゲットにする調査が何か。経済産業省から受託してると

いう言葉は除いたほうがいいと思いますけども、少なくとも何の調査をここで見るかとい

うことだけは、定めておかないと、ちょっと雲を掴む話になってしまう可能性があるとは

思うんですけどね。 

 

原科委員長： 

受託じゃなくて、経済産業省……。 

 

松本委員： 

ここは一切なくていいと思うんですよ。ここで見る環境社会配慮は、何の調査を見るかと

いうところじゃ、だめなんですかね。 

 

高梨委員： 

でも「受託」が入ってないと、他人のやってることに口出しをやるというのは、おかしな

話ですね。 
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村山座長： 

今おっしゃったのは、具体的な調査の名称を書いたほうがいいということですか。 

 

松本委員： 

そうです。それは特定したほうがいいと思うんですよ。この地球環境なんたらかんたらと

いう名称で再委託をしているのであれば、その名称をここに残したほうがいいと思います

けど、ここに経済産業省が受託していると書くと、また何かいろいろ、さっきの問題が起

きるので、ここに入れるというのでは、だめなんですか。 

 

原科委員長： 

経済産業省から受託しているという表現がいらないと言ってるの？ 

 

松本委員： 

今までの議論でいくと、それ以外のものもあり得るだろうというような議論があるので。

つまり、ここの調査に何をターゲットにするかというのは、どうも今までの議論を見ると、

要するに、調査名で特定していったほうがいいんじゃないかなという気がしただけなんで

すけど。 

 

作本審査役： 

ただ、調査名の弱点は、変わりやすいということですよね。 

 

松本委員： 

それはこれまでも変わった場合は、軽微な変更ということで、年度の初めに……。 

 

作本審査役： 

むしろ「経産省等から」ぐらいで、民間も含めて全部ここで受託するという網かけておい

たほうが。 

 

村山座長： 

そうすると、調査名は記載しないということになりますよね。 

 

作本審査役： 

調査名は、例えば本当の例示ですね。ですから、入れてもいいし、変更に対応しきれたら、

外部のは、全部網かけというのは。 
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松本委員： 

可能なら、それでもいいと思いますけど。 

 

作本審査役： 

やっぱりジェトロにいろんな意味で影響力持ってるのは経産省ですからね。この言葉を取

っちゃったら、今度は、うちの事業を特に言ってるわけじゃないということで。僕はちょ

っと、違和感があっちゃうんじゃないかという。 

 

佐々木主幹： 

村上課長、今回、今年度の調査事業名というのは、変わってるんですか。 

 

村上課長： 

また変わりました。 

 

佐々木主幹： 

また変わったんですか。 

 

高梨委員： 

毎回変わるんですか。 

 

佐々木主幹： 

ええ。 

 

高梨委員： 

何って変わったんですか。 

 

村上課長： 

新興国での新中間層獲得による日本再生事業。 

 

松本委員： 

ここは書いても、毎回のように変わるので、そもそも毎回、調査名は、我々が議論して、「今

年のターゲットはこれですね」とやらないと、どうしようもないと思うんですよね、もう。 

 

作本審査役： 

「特定しませんでした」じゃ済まないわけですから。だからやっぱり、経産省がほとんど

ですよね、今、私どもが受けてる事業。 
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原科委員長： 

じゃあ、「経済産業省等から受託している各種の案件形成調査」とすれば。そんな感じでい

いの？ 各種のに、しとくか。案件形成調査だよね。「以下、ジェトロ調査という」はいら

ないんだよね。 

 

松本委員： 

「案件形成調査」という言葉が問題なんですよ。 

 

原科委員長： 

案件形成調査って、全部ここにあるよ。 

 

松本委員： 

結局、案件はすでに形成されているような補足調査は何だとか、細々と困ってくるんです

けどね。 

 

原科委員長： 

だから「各種」にしておけば。言葉がないとわかんないじゃん。「経済産業省等から受託し

ている各種の案件形成調査事業を対象とする」と。そうすると、広く網が掛けられるんで

はないですか。 

 

高梨委員： 

個人的には、そこで案件名を入れないと、何となく抽象的な話になって。 

 

原科委員長： 

そしたら毎回変えることにして、毎回書き換えると。 

 

高梨委員： 

そうそう。毎回、換えちゃえばいい。 

 

松本委員： 

具体的に、このガイドラインというときに、ここの第Ⅲ部を適用する調査名は、年度の初

めに議論するとか。 

 

原科委員長： 

ガイドラインはそう。そこだけ見てわかるようにしないとだめだって、基本はね。 
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高梨委員： 

これを民間に見てもらわなきゃいけないんですよね。 

 

原科委員長： 

ほかにあるからというのは、絶対だめなんだよ。その場でパッとわからないと。 

 

高梨委員： 

だから一般論だと、民間は全然参照もしないし、ますます消えてなくなっちゃう。 

 

原科委員長： 

この部分だけ切り取ってパッと渡して、わかってもらわないと。 

 

高梨委員： 

せいぜい「等」を入れるというのは、ジェトロ調査というのはやめるにしても、その後の

「等事業を対象とする」ということで、少し……。 

 

原科委員長： 

じゃあ、受託している行う内容とし、毎年換えると。 

 

作本審査役： 

これ、もう一つの意味合いでは、いわゆる、今、孫請けですよね。本来、我々は委託の関

係でもって見てくれと、環境配慮を見てくれと言われてる中で、うちはガイドラインの下

に口を出すんだよという強いスタンスを、これはある意味では示すことにもなりますんで。

だからそこのところ、自分のほうで意識が高いんだよということを、言われてなくてもや

っちゃうんですよという、ある意味、強い表現でもあるんじゃないかと思うんですね。 

 

村山座長： 

現在のガイドラインでも、この資料で言うと 3 が、普通に 3 が付いていて、名称の変更が

あった場合には、該当部分の変更を行うと書いてますね。 

 

作本審査役： 

今のガイドラインには入ってますよね。 

 

村山座長： 

だから、このかたちにします？ 
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原科委員長： 

もし幅広くやりたいなら、この文章を残しておいて、最後に「ジェトロ調査」、いらないね。

「案件形成調査事業等」にするかな、「等」。だから、これ以外にはないかね。「事業等及び

これに類する」とかね。それとも「これに類する」のほうがいいかな。作本さん、この文

章を残して、「（以下『ジェトロ調査』という）」という括弧は外しちゃって、「案件形成調

査事業を対象とする」で、調査事業でしょう。さっきのを広げたいんなら、「事業及びこれ

に類する事業を対象とする」と。そうすれば、ひろがりますよね。そうしたら、毎年、名

前、換えてもいいよね、「及びこれに類似する」だから。 

 

作本審査役： 

先ほどので、事業名の変更に毎回これを、簡単な修正で済ませたいということが一つと、

あと、委託関係がどうあろうと、ジェトロのスタンスとしては、こういうものは、言うこ

とは言うと。相手が受けるかどうかは別問題でございますけども、ここのところだけ明示

してということで。 

 

原科委員長： 

そのスタンスね。はい。 

 

村山座長： 

「経済産業省から受託している」の部分は、どうするんでしたっけ。 

 

原科委員長： 

残しておくんでしょう。 

 

村山座長： 

「受託」でいいんですか。 

 

高梨委員： 

受託してることは受託してるんですから。 

 

村山座長： 

わかりました。じゃあ、これはそのままと。 

では次の部分で、事業の段階の調査の目的が次のポツに書いてあるんですが、ここで最

初に「あくまでも案件発掘段階」というものがあって、ここは多分、変えないといけない

気がしますけども。どうしましょうかね。 
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作本審査役： 

ここに熟度という議論を噛ませるんですか。村山先生の「前提」を見せていただきました。

ありがとうございます。お手間かけさせまして、ありがとうございます。今、議論になっ

てる内容というのは、先ほど佐々木さんからご紹介あった、いくつかあります。その中で

熟度のことは、このままやっぱり、どういう吸収、取り込みするのかということが、大き

な課題になるんじゃないかということで。熟度ということをここに係らせるときには、い

わゆる案件採択のほうに係らせるような議論はなかなか我々しづらいと。それならば、報

告書をより良くするために熟度という考え方でもって、調査事業者の企業に対して「あな

たは A だから」「B だから」というかたちで、報告書でここまで調査しなさいというかたち

の、指導を与えるためのツールで、我々はこの熟度というのを考えると。内向けでありま

すけど。それが最終的には JICA さんに引き継がれるというふうな、役立つような、そんな

かたちでという。ちょっと控え目ですけどね。そうすると、おそらくここで今、村山先生

の冒頭の前提のところで、熟度というのを噛ませるのかなという。あるいは代替案とか、

そういうようなところで、この熟度という考え方が出てくるのかな。ちょっと、自分でよ

くわからなかったです。 

 

村山座長： 

いくつか考え方あると思うんですけど、軽微な変更であれば、例えば原則的にはこういう

レベルを使うというように。「原則として、まず」というかたちで。 

 

作本審査役： 

ベースをつくっておいて、そこで大半は収めてしまってと。 

 

原科委員長： 

原則的には案件発掘段階なんだけど、それ以外もあり得るということね。 

 

村山座長： 

実態として、本当にそれが原則で、例外的に FSのことを……。 

 

原科委員長： 

「あくまでも」というのは、きついね。 

 

作本審査役： 

原則とそれ以外というかたちの分け方、分類ですよね。 
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松本委員： 

その場合は、そうでない案件は、このガイドラインでは見ないという意味にも取れますよ

ね。 

 

村山座長： 

ただ、後のほうで、熟度に応じて扱いを変えるというふうに。 

 

松本委員： 

だとすれば、この 3 つのポツを全部取っちゃったらだめなんですか。村山先生の書いてあ

る、この基本のうちの最初の 3 つのポツを全部取って、ここは主目的だけに。主目的とい

うか、実際はこの本文で言う 3 ポツ目だけを残して、本文の 2 ポツ目は全部取ってしまう、

前提の。 

 

作本審査役： 

消してしまうというやり方はありますね、方法としてはね。 

 

原科委員長： 

それでいいの？ ちょっと待って。その「ジェトロ調査」という表現は使うんですか、ここ

は。 

 

高梨委員： 

使わないでしょう。 

 

原科委員長： 

「ジェトロ調査」と始まってるでしょう、（1）。この表現は使うの？ 

 

村山座長： 

後ろのほうでも「ジェトロ調査」というのがありますよね。 

 

原科委員長： 

これ、さっき私、消すと言ったけど、残してね。さっき、括弧内を消すと言いましたけど、

残してね。 

 

村山座長： 

そのほうが良い気がします。松本さんおっしゃるようなスタイルのほうが、すっきりして

る。 
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高梨委員： 

私は、パラ 2 の最初の 1 行を取ればいいんじゃないかと思うんですね。要するに大事なこ

とは、次につなぐための事前調査というのを対象にしてますと。次の調査というのは何か

と言ったら、フルスケールの FS ですと。 

 

村山座長： 

ただ、実際、フルスケールのものが行われた場合もあったりしますよね。 

 

松本委員： 

それは、現実的には違うの……。 

 

高梨委員： 

だから、それをフルスケールのものとして断定するかどうかは、JICA さんの責務なんです。

それを外務省として、JICA として、それをフルスケールの FSとして採用するかどうかと。 

 

松本委員： 

もうちょっと言えば、フルスケールの補足調査というのは、あり得るわけですよね。 

 

高梨委員： 

だから、今の時代はいろんな調査の断面があって、一からフルスケールのものをやるとい

うか、一から予備的なものをやるという時代じゃなくなってきてるんですよね。いろんな

ところがもうすでにやってるから。そういう意味で理想的な FS フォロー、要するにプレ

FS から FS と上がってくるときに、そういう段階はもう最近はあまりないんですね。です

から、それにこだわると、むしろ現実と違和感が出てきて。むしろ、あくまでも次につな

がるための事前調査というのが、このジェトロさんの対象だと。 

 

村山座長： 

だから、そういう意味では、この「主目的は」という部分だけ残すというのは、あるかも

しれないですね。ここで次の段階につなげるという話が書かれてるんですけども、ちょっ

と前のほうへ入れてしまうと、やっぱり、次の調査のレベルが入ってきちゃう気がします

ね。 

 

松本委員： 

次の段階には、ファイナンスも含むというんですよね、今の村山先生の言い方は。 
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村山座長： 

そうです。 

 

原科委員長： 

でも、そこまで譲歩しちゃっていいの？ そうすると、ちょっと具合悪くないのかな。 

 

村山座長： 

だから、いろんなレベルの調査があり得るということだと思うんですけど。 

 

原科委員長： 

現状がおかしくなってから、それを全部追認しちゃっていいという考えに立つか、ジェト

ロ調査はどうあるべきかということはきちんとやって、もし、それを外してもらわないと

困るんじゃないのか。 

 

村山座長： 

そういう発想でやっちゃいますか。 

 

田中委員： 

よろしいですか。僕はここのところはやっぱり基本ですので、もともとこれをガイドライ

ンの議論したときに、今おっしゃってたようなことをずっとやってたわけですね。今もし

それがおかしくなってるんだったら、それがおかしいことがなぜかということが、むしろ

議論されるべきであって、おかしくなってることを追認するようにここを変えるんじゃ、

このガイドラインの基本のところの考え方にならないと、そういうふうに思ってます。も

ともと、やっぱりジェトロの皆さんが支援しているこの調査、これは例えば次に JICA のほ

うで調査をするためのシード、種になるものをきちんとやってもらうということにお金が

使われるんであれば、非常に役に立つと思うんですね。ですから、そういう視点でずっと

これまで議論をしてきた、私はそういうつもりだったんですけども、今の議論聞いてます

と、現状が違うから、これを直すみたいな話になると、これは、このガイドラインの性格

上、特に基本的な考えの前提条件、基本方針ですね、この辺りはやっぱり、これまで議論

してきたことを守るべきところは守る必要があるんじゃないかなと思います。 

 

松本委員： 

私は全く逆で、このガイドラインをつくるときに、シーズって嘘でしょうと。シーズじゃ

ないですよと。かつてのジェトロ調査だって、全然シーズじゃない調査、ありましたとい

うことを主張して。要するに、そういうガイドラインにするべきだと主張したけれども、

当時の担当が、いや、シーズだと言い切るからこうしたんであって、むしろ私たちが言っ
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たとおりでしょうと、現実は。だから、全体の前提は改めてくださいと。皆さんが言った

前提が違ったんですという意味で、私は間違った前提を維持するよりは、やっぱり皆さん、

最初の前提が間違ってましたよねのほうがいいと思います。そういう意味では。 

 

原科委員長： 

そうすると、ジェトロのこの議論は、国会とかで議論したら、成り立たなくなっちゃうじ

ゃない、こんなシーズじゃないものをやるんだったら。JICA のことだからね。そのリスク

を失っちゃうよ。だから、経産省は絶対シーズと言い張ったんだよ、理屈上。それだった

ら、「なんでジェトロ、やるの？」になっちゃうじゃん。おかしくない？ 

 

松本委員： 

よくわかんないですけどね。 

 

原科委員長： 

本来あるべきもの。だって、ジェトロの役割というのは、それでしょう。案件形成、発掘

段階部分で、もう事業化の直前だったら、JICA のやる仕事だからね。「なんで JICA がや

る仕事をやるの？」という話になっちゃうよ。それでもいいんですか。そうなっちゃうよ。

それでもいいとは思うんだけど。 

 

松本委員： 

それをここで議論しても……。 

 

原科委員長： 

それをきっと議論しても同じだよ。 

 

松本委員： 

ここに経済産業省の人がいれば、また違った議論にしたいけど。 

 

原科委員長： 

経産省はそういう立場なんですよ。だから、それを主張する。松本さんの言うこと、わか

るんだけど、彼らはそういう立場なんですよ。それが論理なんですよ、彼らの。 

 

作本審査役： 

進捗というこの議論は、そもそも採択する段階での必要検討事項なんですよ。我々のほう

のこの諮問委員会のほうで議論するということ自体で控え目に考えると、やっぱりそうい

うことを、報告書を改善するという内向きな、消極的な目的だけのための熟度安定って何
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のためにやって、どういう結論で JICA さんに役立てるのかという、極めて引き算方式の考

え方になってるんですよね。そもそも、この委託の、委託というか孫委託のこの契約の性

格からすれば、十把一絡げできてるものであると。しかも相手は民間であるという、それ

で契約も直接の相手方。そうすると、そこでは、これは好きで、これは嫌いだという選別

の作業は、我々にとってできないですね。それは我々がこの進捗度をどこまで議論してい

いかどうかということの裏表の関係にあって、進捗度とか熟度とかの話というのは、そも

そも採択するときの彼らのメルクマールというか判断基準ができてるのか、できてないの

かと。私は個人的に、そこは一番の盲点なんじゃないかと。 

 

原科委員長： 

それは、そうだよ。 

 

作本審査役： 

顔は出さなくてもいいから、せめて判断基準ぐらい出せよというのが。 

 

原科委員長： 

村上さんと経産省とミーティングしようとしたの。 

 

作本審査役： 

村上さんから怒られちゃうんですけどね。案件選ぶにあたって、その基準、示せよという

のが、僕の個人的な、ある意味では。 

 

高梨委員： 

当時議論されたときには、例えば僕らからすると、ざっくばらんに言うと、1 割ぐらいが、

例えば案件形成じゃない、先に進んだようなものがあったけど、対象は、やっぱり一から

やっていくと。我々の表現では、それはグリーンフィールドというんですよね。全く一か

らつくり上げていくというのが、やっぱり当時は大半だったと思うんですけども。その後、

やっぱり世の中、いろんなかたちで援助競争だとか民間投資も入ってくると、いわゆる正

真正銘の本当のグリーンフィールド案件というのがものすごく少なくなってきて、むしろ

ブラウンという、もういろんなところが手を付けたような案件だけども、進んでない案件、

日本がやれば、もっと良くなる案件が、実はもう拡大して大きくなってきたんです。それ

に比例して、グリーンフィールド案件は割合的にはどんどん減ってきてるんですよ。それ

にも関わらず、その次に進むために必要なことを、やっぱり徹底して環境社会配慮のほう

をやらなきゃいけないという。本当はジェトロさんの報告書に対するコメント、調査に追

い込むことは、やっぱり重要性は引き続きあるんですよね。そこは僕はもっとしっかり、

前も言いましたけども、案件のかたちは違ってきても、ここに書いてあるように、次につ
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なげるために十分な環境社会配慮が行われたかどうかというのは、ぜひしっかり審査して

言うと。問題は、それを次につなぐ JICA のほうで、それをもって FS として見なすかどう

かというところであって、もし部分的な調査、よくテクニカル調査だけ抜けてるとかある

んですけども、そのときにはジェトロさんのほうで、環境社会配慮面は十分評価されてる

んですかというのを提案者にしっかり言って、技術的なほうだけの、要するに、ある事業

の一部分だけ切り取ったような調査になってるけども、この事業の環境社会配慮はどうな

ってますかと。そこは十分ないようであれば、しっかり補足してくださいと。現地から EIA

のレポートがあるというんだったら、それを見せてくださいということで、次につなぐた

めの、できるだけ後回しのような環境社会配慮を徹底してやるというのがジェトロさんの

役目だと。そういうブラウンなものが出てきたから一切取り上げないというのは、今の世

の中ではもうあり得ないことで、そのときに JICA さんの本当の責務が出てきて。ジェトロ

のやってる調査なんかを、それを FS として見なすかどうか。あるいは既存の資料と併せて

ジェトロ調査でフルスケールのものになるかどうかと。それはまさに JICA の問題になると、

あるいは外務省の問題になると思うんですよね。 

 

原科委員長： 

もしそういう認識に立つんなら、「ジェトロ調査」の最初の 1.5 行ぐらい外して、「ジェトロ

調査は、その調査実施後にフィージビリティ調査等」にするんだな。だからフィージビリ

ティまで入る。そういうあれに。最初の 1 行半ぐらい外して、つなげればいいんじゃない

ですか。フィージビリティ調査につながる、そうでないものがあるんだということでね。 

 

作本審査役： 

そうですね。そこは全部、2 行削除と。 

 

松本委員： 

でもやっぱり、それはちょっと違和感があって、まだ村山先生が言ったように、もう少し

削って「主目的は」まで行ったほうが。実際はフィージビリティスタディというよりは、

ファイナンスに行くようなものもあるので。 

 

原科委員長： 

次の段階だと、次の段階じゃ、わかんないじゃん。 

 

松本委員： 

さっき言ったように、そこにはファイナンスも含むんですよねと村山先生にちょっと聞い

たのは、そこに理由があって、村山先生がここからと言った理由には、多分、次の段階に

はファイナンスが入るんだろうなと思ったので、そういうふうに言ったんですけど。ただ、
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次にまた本格調査があるという前提で考えるというのは、若干、何か今の高梨さんの話を

聞いても、今はそうとは言い切れないんじゃないかなと。 

 

高梨委員： 

JICA さんなんかでも、僕はそこは、対応は良くないと思うんだね。だから案件選定会議な

んかでも、やっぱりそこはしっかり、「これで十分なんですか」ということで。この文章か

らいくと、「フィージビリティ調査等、次の段階へ進む」ということであれば、ファイナン

スがあってもいいんですけど、問題は JICA が必ず審査ミッションを出すんですよね。 

 

原科委員長： 

でも、調査は実施されるでしょう。調査端折って、いきなりファイナンスということはな

いんじゃないの？ 

 

高梨委員： 

そうなんですけど、実際は審査ミッション等をやるんですね、調査を。 

 

松本委員： 

審査ミッションと調査は違いますから。 

 

高梨委員： 

ただ、それに補足したような調査というのを普通やるんですよ。調査というより、案件が、

本当に所定の条件を満たしてるかどうかという。 

 

松本委員： 

それは審査ですよね。 

 

高梨委員： 

それプラス、コンサルタントを使って。 

 

松本委員： 

確認のための調査ですよね。 

 

高梨委員： 

だから、しっかりそこの段階をやらせればいいんですよ。 

 

原科委員長： 
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だから「等」というのは、そういう意味だよね。 

 

高梨委員： 

そうです。 

 

原科委員長： 

だから、「等」を入れておけば。「フィージビリティ調査等」。 

 

高梨委員： 

だから我々が今回議論するのは、あくまでもジェトロさんの守備範囲、責任範囲のことで

最大限何ができるかということを議論して、その後のことでいろんな問題が起こってると

いうことを、全部ジェトロのせいにして、僕は良くないと。そんなプライマリな責任は、

やっぱり環境社会配慮も十分その段階で、調査の段階で、十分やられてるかどうか、とい

うのを確認するということ。 

 

松本委員： 

そうですね。だから、幅広い項目の洗い出しというこの最後のほうも、もうだいぶ違って

きていて、むしろ十分、項目が確認されているかということにもつなげなきゃいけないの

で。やっぱりどう考えても、この文章、2 ポツはほとんど使えないと思ってるんですがね。

あまりにも矛盾が多すぎて。という印象なんです。今の高梨さんの話だと、この最後の文

章も変ですよね、きっと。 

 

高梨委員： 

でも、幅広いということで。 

 

原科委員長： 

でも、いろんな段階があるんじゃないの？ あんまりその段階を絞る……。だから、いろん

な場があるから、困ってるんだよね。「洗い出し及び確認」でもいいよな。「段階」を入れ

て、スペクトルが広いということを表現したほうがいいんじゃない。 

 

松本委員： 

だとすれば、落としたほうがいいと思う。細かい中のスクリーニングとかで規程すればい

いので、ここでわざわざ幅広いものを一緒くたに前提として置かないほうがいいんじゃな

いかというのが、私の最初の意見なんです。 

 

作本審査役： 
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ミニマム基準は入れておいてもらいたいんですね。何と何をここで共通的にジェトロでせ

めて報告書でやっておかなきゃいけないかという。ここは確かに幅広い洗い出しが適当で

ない報告書もありますよね、もうかなり進んじゃってて。だけど、最低基準は入れておか

ないと、実際の報告書を見て、皆さん方もご覧になってて、ああいう実施、最後なんかは

手抜きではないかなと思われるのも散見されるので。 

 

松本委員： 

前提ですよね。 

 

村山座長： 

ただ、この辺りのことは、後に出てくる、確か、出てくる。「幅広い洗い出し」という言葉

が後で出てくるんですよ。ここの多分、目的は、やっぱり、どういう段階かということが

言いたかった、当時。だと私は思ってます。 

 

原科委員長： 

もしそういうことなら、後ろのほうは削って、「ジェトロ調査は、その実施後にフィージビ

リティ調査等、次の段階の調査が実施されることを想定している。したがって、ジェトロ

調査段階における環境社会配慮調査は予備的なものであり、その主目的は次の段階へ進め

るべきかを評価する一つの材料を提供することにある」で切っちゃったら？ 

 

村山座長： 

「次の段階の調査」というのは入っててもいいと思うんですけど、「予備的」かどうかは、

ちょっと微妙ですね。 

 

原科委員長： 

予備的なものはいらない？ 

 

高梨委員： 

でも、予算とか期間で、予備的にならざるを得ない……。 

 

松本委員： 

「予備的･補足的」ですかね、もしやるなら。本体調査は難しいと思うんですよ、確かに。

ただし、補足はあり得るんですね。 

 

原科委員長： 

「予備的ないしは補足的」？ 
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高梨委員： 

僕はそれを総称して「予備的」と言ってるんですね。要するに、プレリミナル調査という、

スタディということで。 

 

原科委員長： 

じゃあ、「予備的ないしは補足的なものである」という表現でもいいかもしれないね。 

 

作本審査役： 

ただ、補足的って、これは、私は含まれてるのはわかってるんだけど、あんまり一人歩き

させると、何でも補足的になりますよね。広い対象。調査して、漏れたからと。 

 

高梨委員： 

申請者も補足的調査と。 

 

作本審査役： 

堂々と入ってきますよね。 

 

松本委員： 

でも、現実はそうですよね。問題なのは、補足的なのに嘘のこと。要するに、事前だと言

うから困ってるんであって、補足を補足と言わないと、僕ら、チェックできないですよね。

だって僕ら、蹴る権利がないわけですよ、ここは。蹴れるんだったら、「あんた、これ、補

足だからだめ」と言えるけど、そもそも補足が入ってきてるのに補足と言わないと、その

矛盾で苦しんできたわけじゃないですか、これまで。 

 

作本審査役： 

「補足的」と入れたら補足的も「どうぞ、引き出しを用意してますよ」ということになっ

ちゃうんで、一人歩きの余地のほうが……。 

 

松本委員： 

いや、そうじゃなくて、用意しなきゃいけないんです。僕らは、補足的に対して審査の方

法をよく知らないから、困ってたわけじゃないですか、どっちかというと。違うんですか。 

 

作本審査役： 

これ、ちょっと熟度のさっきの判定のと噛ませて、どういうような稟議を… 
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松本委員： 

繰り返しになりますけど、ジェトロが蹴れるならいいですよ。作本さんが「これはだめ」

と言ってくれるんならいいけど、だめと言わないということは、今まで来たもので判断す

ると、補足はあるんですよ、明らかに、現実に。つまり理想を求めるか、現実に対応する

か、といったら、もう完全に、ジェトロの話を聞くと、現実に対応せざるを得ないことを、

今までおっしゃったんで、私はすっかり頭を現実に切り換えたんです。 

 

作本審査役： 

予備的という限りは、これからわからないものをやるから、予備的な調査にするんだけど、

補足と言った場合には、そこで、どこまでが、でき上がってて、これからやる部分が、ど

こから補足するのか、ということが証明されてないと、事業としては成り立たないんだね。

我々、そこまで究明するのかどうかという。 

 

村山座長： 

ただ、でもそこはやっぱり議論が必要で、こちらで議論して、実はこういうのがありまし

たと後から出てきちゃうと……。 

 

松本委員： 

だって、FS がありますという調査がくるわけじゃないですか。 

 

村山座長： 

それはやっぱり効率的にも悪いし、重複してる感じがありますよね。 

 

松本委員： 

プレリミナリとサプリメンタリは、やっぱり違いますよ、現実に。プレリミナリと言われ

ちゃったら、やっぱり今までの路線でしかないというか。 

 

高梨委員： 

だからそれは、ジェトロさんを責めるんじゃなくて……。 

 

松本委員： 

いや、責めてないですよ。 

 

高梨委員： 

むしろそれをちゃんと、本格 FS として、取り上げるほうが、やっぱり責められるべきで…

…。 
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原科委員長： 

それはやっぱり、だから、経産省と交渉するテーブル持って、改善してもらうしかないよ

ね。 

 

松本委員： 

それはもう……。 

 

原科委員長： 

それをどんどんやっていったら、そしたら、これ、いずれどこかが崩壊するな、そんなこ

とやってると。意味なくなっちゃうよ、ジェトロのやってること。崩壊してもいいかもし

れないけど。 

 

作本審査役： 

逆のほうの立場なんですけど、ジェトロがこの仕事を受けて、こういう案件調査やってる

ことによって、問題も抱えてますよ、相手が相手ですから。だけど、これをやらないで、

このまま JICA に行くよりは、ずっといいんじゃないかと。引き算をやって、お金支出して

るかということはあるんですけど。ただ、こういう一つのプロセス、さっき高梨さんおっ

しゃられた、プロセスの中で、最大限こういう問題が起こるかもしれないという、予防的

な警告を発するプロセスとして、いいんじゃないかと。だけど、それで契約条件の下で縛

られてるところで、何が最大限できるのかというところを、できるだけ生かしたいという。

それでも生かせる方向に持っていきたいという。 

補足という言葉は、私もおそらく調査のパターンからいくと、予備的なものと。おそら

く補足的な、この辺りがキーワードになるんじゃないかな、ということはわかってたんで

すけど、ただ、補足という言葉を使った途端に、補足調査をやるには、もとがどこまでで

きてるということを。JICA で補足やるべきはずなのに、何でここでやるんかと。 

 

原科委員長： 

サプリメンタリというか、本体があるという話だからね。 

 

松本委員： 

本体はあるんですよ。 

 

原科委員長： 

あることを認めちゃっていいの、ということになる。 
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松本委員： 

だって、認めざるを得ないじゃないですか。要するに……。 

 

原科委員長： 

それ、目撃するだけじゃん。 

 

松本委員： 

だから、そういうの、できないんですよ、原科先生。 

 

原科委員長： 

いやいや、この審査ではだめだというべきですね。その後の経産省の判断は、どうなるか

しらないけど。ジェトロはアドバイスになるわけだから。 

 

松本委員： 

でも実はあんなになったのは、デジタル何とかよりも重要な案件は、だいたい FS ができて

て、ジェトロにきてるほうが、我々としてはもっとしっかり入れなきゃいけないものは比

較的……。 

 

原科委員長： 

じゃあ、JICA のほうで、蹴ってもらったらいいのか。JICA が蹴るために、ここでだめだ

と言わなきゃ、蹴らないんじゃないか。ジェトロの話にされたから、昔は。 

 

高梨委員： 

もう一方、新しい現実で出てきてるのは、ジェトロさんのこういう予備的調査のニーズが、

実は非常に下がってきてるんですね、もう、今や。昔みたいにグリーンフィールドで新し

くつくり上げるというのは、やっぱり時間もかかるんですよね。 

 

原科委員長： 

そしたら、最初から JICA が持っていけばいいんじゃないの？ 

 

高梨委員： 

そう。今どうなってるかというと、むしろ JICA が、松本さんが言うように、補足的な調査

を始めてるんですよ、教育準備調査の一環として。彼らは新しくネーミングして、情報収

集調査ということで。これは要請のいらない調査なんです。ですから、どんどん出せるん

です。要するに、今、援助当局も、案件が不足してきてるんです。かといって、グリーン

フィールドとかやるかというと、時間がかかりすぎるということで、ということで、既存
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の案件から良いものをどんどん拾っていこうということになってきて、そういう面では、

ここで書いてある理想的な、全くゼロから案件形成をしてグリーンフィールドをつくって

いくというニーズよりも、今あるものの中で欠けてるもの、十分でないものを取り上げて

いこうと。足りないところは JICA が自らやっていこうというふうになってきて、結果的に

ジェトロさんのこの事業がだんだんなくなっていくと。現実にそういう傾向が出てきて、

今年の予算でも、ずいぶん減ってるんです。民間側も実はそういうニーズ、そこまでやっ

ても、あんまり会社としてビジネスにならないと。それより JICA の事業を補足的にやった

ほうが早いと。だから、あまりここの小グループで現実を復習して、このグリーンフィー

ルドを一生懸命やってても、世の中の流れが全然変わっちゃってて、でき上がったころに

は、これに対象になるようなものも、ものすごく少ないと。 

 

村山座長： 

そういう意味では、「予備的」とか「補足的」という言葉では捉えられないものも出てくる

可能性はあるわけですよね。やっぱりそういう意味では、ここ、そこまで書く必要ないよ

うな気がして。せいぜい、前の部分の「フィージビリティなどが、次の段階の調査が実施

される」ぐらいですか。 

 

原科委員長： 

「従って、ジェトロ調査段階における環境社会配慮調査は予備的なものであり」というの

は、カットしたほうがいいという理屈ですか。 

 

村山座長： 

ということになるかなと思いますけどね。 

 

原科委員長： 

「フィージビリティ調査など次の段階の調査が実施されることを想定している」、「その主

目的は」へ飛んじゃったほうがいいということかな。 

 

村山座長： 

その主目的も、松本さんの話では、ずれてるということに。 

 

松本委員： 

最初に「発掘段階」というのは、まず違いますよね。 

 

原科委員長： 

これはもう、今の議論では、外れる部分だね。 
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松本委員： 

だから、フィージビリティ調査ともし並べるのならば、資金供与のための審査のための調

査という、全く真逆の 2 つを並べないと、やっぱりフィージビリティ調査に流されてしま

うんで、現実的には……。 

 

原科委員長： 

「フィージビリティ調査や融資判断のための調査」。 

 

松本委員： 

無償もあり得るのかな。 

 

作本審査役： 

無償もあるから。 

 

松本委員： 

高梨さん、さっきおっしゃったのは、融資前、いわゆる審査ミッションって、何か普通の

言葉で言うと、何ですか。審査ミッションのときの確認調査ですよね、さっき高梨さんお

っしゃったのは。それに値することが FS と真逆なので、その 2 つが並んでたほうが、現実

的な対応にはなるかなと思うんですけど。 

 

高梨委員： 

ただ、ジェトロさんのやる段階で、次に融資に必ず行って、確認の調査につながるかとい

うと、まだわかんない段階。 

 

松本委員： 

でも、やっぱりあるんじゃないですかね。 

 

高梨委員： 

この段階で、もう次の融資を見越してというところまで、もちろんないとは言えないけど。

それはおそらく、逆に少ないんじゃないかと思うんですね。だから、後ろのほうで内容が

カバーされてるんであれば、前提で何を残すかというぐらいになるから、また戻るかもし

れない。 

 

村山座長： 

だから、2 ポツについては、この「ジェトロ調査は、本調査実施後にフィージビリティ調査
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又は融資判断のための調査など。 

 

松本委員： 

融資審査の為の調査。 

 

村山座長： 

次の段階の調査が実施されることを想定している」ぐらいですか。 

 

高梨委員： 

すごく入り込みすぎてるような……。「予備的調査等」でいいと思う。 

 

村山座長： 

ちょっと、後の議論につながるところなので、取りあえず、そういうような文言でいきた

いと思います。「ガイドラインの目的」というのが次のポツ②ありますが、これはこのまま

でいいですかね。よろしいですか。次の基本方針ですが、ここは、JICA、JBIC との整合

性というのが、主なところですね。ここはいかがでしょうか。 

 

作本審査役： 

これは、配慮との整合性ということで、僕は基本的にはよろしいかと思うんですが、具体

的にガイドラインに関わることも整合性の一部、同じことなんですけどね。ガイドライン

との整合性とまでは、行きすぎですよね。そしたら同じ仕事をだぶってやるということに

なっちゃいますね。ただ、将来を見据えるときに、JICA、JBIC のガイドラインが先にあ

るんだよという前提の下に、整合性ということをより強く出せたらありがたいんじゃない

かなと思うんですけども。 

 

村山座長： 

ガイドラインとの整合性という意味では、後のほうでまた具体的に出てきますね。取りあ

えず、ここはよろしいですか。では、次の 1）「調査の実施手続き」のところで、①から③

までの「スクリーニング」「情報公開」「フォローアップ」というのがあります。 

 

松本委員： 

一点だけ、いいですか。JBIC は株式会社になったじゃないですか。「我が国の」でいいの

かなというのは、いつもこれ、悩むところなんですよね。最近の株式会社化された後の JBIC

を、どう考えたらいいのかなと思ってて。いいです。別に細かいことなんですけど、「我が

国の国際協力活動」ですかね、やっぱり株式会社でも、JBIC が。それでいいんですよね。 
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村山座長： 

「我が国の」というのを取るというオプションもある。 

 

松本委員： 

いや、ちょっとだけ確認です。そんなに大きな話じゃありません。それでいいということ

であれば。 

 

作本審査役： 

ただ、企業ですから、どっちの方向へ進むかわかんないですからね。公的な監督を受けて

るでしょうけども。そういう意味では、JICA だけに絞りますか。 

 

松本委員： 

いや、それもまずいと思うんですよね。 

 

作本審査役： 

まずいですよね。両方落ちちゃいますからね、落ちることになりますから。 

 

松本委員： 

わかりました。それでも問題がないとすれば、それでいいと思います。 

 

作本審査役： 

様子見でいいですか。 

 

村山座長： 

それで、「スクリーニング」のところですが、現行のガイドラインでは、明らかに影響がな

いと考えられるものと、そうじゃないものという 2 つに分けられてるわけですね。これは

前回の議論で、熟度の高いものについては、もう一つカテゴリーをつくっていくという話

がだいたい出てきたかと思うんですが。この点はよろしいでしょうか。ちょっとその場合、

どういうものを……。 

 

作本審査役： 

今のこれ、ちょっとすいません、作本ですけど。「スクリーニング」というここでは、影響

ある、なしというのは、我々が使う用の材料じゃなくて、素材じゃなくて、これは、採択

の委員会向けの影響ある、なしで、基本的には「ある」でないと、その後の調査は不要に

なってしまうという流れの中ですから、ほぼ 9 割以上については影響があるという模範解

答を示さないといけないですね。ですから、そういう意味で、あまりこのスクリーニング
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というのは機能してない。ただ、これの一つの一番良いところは、スクリーニング様式と

いうものを出してもらって、我々は事前に企業の人たちが、事業者の人たちがどう考える

かということのおおよそを掴むことができる。ただ、そのスクリーニング様式に書かれて

る内容は、あまりに詳しくないことも多いわけですね、主観的な記述が。それともう一つ

の熟度というものさしを、どうやってこれと噛ませるのかと。熟度はさっきちょっと私、

申し上げましたけど、できれば内輪向けに使いたいと。内輪向けというのは、皆さん方の

意見聞かないで、こんなこと言っちゃ失礼ですけど、報告書をより良くするために使う熟

度というものさしがあるならば、それによって調査の深さを、範囲を、影響を受けさせて

みようというか、影響を与えたいと、そういうことをできないかなというのは。 

 

村山座長： 

採択段階では、ある、なしでいいと思うんですけど、その後の、まさに作本さんおっしゃ

ってるように、調査をより良くするために熟度を考慮したカテゴリーをもう一つつくって、

そのカテゴリーに当たるものについては、より密度の濃い調査をやってもらうという、そ

ういう方向、あると思うんですけどね。 

 

作本審査役： 

それが後ほど出てくる、例えば代替案の選び方とか、あるいはサイトの特定ができてるか

とか、そんなところと結びつけられると、スクリーニングと言えるかどうかわかりません

けども、利用可能になるんじゃないかなという気がするんですね。 

 

村上課長： 

以前、議論があったんですけども、すでに既存の個別提案書、個別案件表というのを提案

者に出してもらうときに、既存調査があるかどうかというのを聞いてまして、そこで「あ

る」と答えた提案者に対しては、その内容についても若干触れていただくとか、リバイス

の必要性について触れていただくというのがあるんですね。ですから、今の段階でも、そ

ういう聞き方ではやっているということでございます。 

 

村山座長： 

だから、既存調査もいろんな調査があるんですかね。 

 

村上課長： 

はい。 

 

作本審査役： 

だぶってると限らないこともあるんですね。一部だというのもあるし。 
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村上課長： 

その内容について記述してくださいというところの中身については、財務・経済分析とか

環境社会の項目とか、技術的実現可能性のところでもしやられているようだったら、そこ

も触れるというふうに、一応指示はされてます。 

 

田中委員： 

今のに関連して、JICA の 2004 のガイドラインのときに、チェック項目として、プロジェ

クトが上位計画との関連はどうか、整合性があるかどうか、代替案を検討したか、それか

ら、事前にステークホルダー協議をしたか、しないかと、これ、つくられて、これで今、

JICA は、これの案件は熟度がどの辺かというのを見ることができるようになったんですね。

これは当時の改定委員会の皆さんのご意見を踏まえて、これはつくられて。今もこれをず

っと使ってますよね。それ以前は、例えばステークホルダー協議、関係省庁だけでしてた

のか、地域住民も含まれてるか、NGOも入ってやったか。これもやってないと言って、関

係省庁だけのところにチェックが入ってきたものについては、フィージビリティスタディ

をやりたいというふうに来ても、これはそのレベルじゃないと。まずマスタープランでき

ちんと NGOの人とか関係住民も入って議論した上で、次のフィージビリティを考えていく

べきだということで、要請はフィージビリティスタディできたものに対して、マスタープ

ランなら協力できますよとやった案件もあるわけですね。だから、これは基本的に、企業

の皆さんが提案するときも、これがそのまま使えると思うんですね。自分たちが提案する

ものについて、このところにチェックしていただくと、例えば、特にステークホルダー協

議については、地域住民とか NGO が入ってない、関係省庁だけの人がやってると書いてあ

れば、これはフィージビリティ云々とか、次のファイナンスのことだとかいう調査では、

全然ありませんねという判断ができますので、これを使っていただくようにするというこ

とも、ものすごい重要だと思うんです。すでに使っておられるのかもしれませんけど、そ

の辺りの事情をちょっと教えてもらえると、よりこの辺が明確になるかなと思います。 

 

作本審査役： 

確かに書類としては、応募段階で出されてますよね。ただ、私は、書かれてる内容がどの

性格なのかどうか、ちょっと疑うところもあるんですね。確かに記入はされてると。だけ

どそれは、あるいはもう一回、応募者ですから直接連絡取るわけにいかないわけですね。

別の段階ですから。どうしても書かれてる正確度については、若干。問題が起こらないと

ころも、皆チェックが入ってるということもかなり入ってるということはありますね。 

 

田中委員： 

整合性とか上位計画は書けるんですけども、特にステークホルダーをどこまでのレベルで
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やったかというのが判断条件ですごく大事なところですので、ここがちゃんと書かれてる

かというところを見るだけでも、かなり違ってくると思うんです。そうすると、さっきか

ら議論してる、シーズの話してるのか、もうかつての円借款部門が JBIC にあったころに、

SAPROF とか SAPI というような補足調査をするレベルなのかどうか、その辺りも実はこ

の辺が本当は一番重要で、オフィシャルに出さなきゃいけない書類ですので、これを参考

にしてやっていきましょうとここにも書かれているわけですから、これの使い方をきちん

と運用していくということが、一つの解決策になるんではないかなと思います。 

 

村山座長： 

スクリーニングの話、様式でどこまで書かれているかというのは、今わかります？ 

 

村上機械･環境産業部インフラ･プラントビジネス支援課長： 

スクリーニングの様式で言いますと、上位計画と整合性がありますかという質問、ここは

あります。選択肢との比較検討に関する調査予定がありますかというのと、あと、ステー

クホルダーとの協議を予定してますかという、一応そういった質問項目はあって。イエス、

ノーで答えてもらって、イエスの場合は、具体的に予定されているものは何かというのを

書くという項目はあります。 

 

田中委員： 

それは、このあれと全く同じですかね。例えば先ほどのステークホルダーについては、関

係省庁、地域住民、NGO、その他となってますか。 

 

村上課長： 

いや、そこまでは書いてないですね。でも多分、本件をつくるときに参考にして、整合性

があるようにつくってるとは思います。 

 

作本審査役： 

文言も近づけたはずですけどね。そういうふうに改定されてないと思うんですが。 

 

田中委員： 

例えば、そこのところを、もうこれ、そのまま使えるんで、ここのところに関係住民、NGO

が入ってれば、かなりこれはやってるな、という感じがわかりますので、この辺を改善し

ていったら、だいぶ違ってくるんじゃないですかね。そのまま JICA のほうに将来 FS 案件

として上がってくるときも、同じものを使ってますから、私たちも判断しやすいというこ

とになると思います。 
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作本審査役： 

今、これは活用されるというか利用される場面というのは……。 

 

村上課長： 

あくまで参考に使って。これは調査前の提案段階なんで、実際、調査した結果こうだった

というのは、また変わってくると思いますので、それについては報告書の中で述べられて

いるという理解で。あんまり、このスクリーニングをというかたちには、今はしてません。 

 

田中委員： 

そうしますと、これは実際、経産省の方たちが案件採択するときに、本当はそれを見て、

JICA のこれと同じようになってて、ステークホルダー協議、関係省庁だけしかやってない

ということだったら、もう FSの云々でかなり突っ込んだことは難しいねという議論に、本

当はならなきゃいけないと思うんですね。だから、経産省の人たちの選定委員会の場に、

そういったものがちゃんと出るように、仕組みとしてやれたらいいと思いますけど。 

 

作本審査役： 

おっしゃるとおり、このスクリーニングとここで考えてる、役立ってというのは、採択の

ためのスクリーニングなんですよ。だから我々は、その先のほうの仕事をやってるんで、

そのときにこのスクリーニングという分類は何もここでは機能してないということ、我々

にとって。ですから、中身を万が一入れ替えてでも、我々が使いやすいような、将来 JICA

に使うようなものに改めていったほうが、初期段階のスクリーニングは重要な段階ですか

ら。もちろん様式は残していただきたいと思いますけど。 

 

田中委員： 

非公開というか非公式ですか、それでこの審査会のメンバーの方と、将来もし経産省の採

択する委員の人たちがお話しするときも、こういったちゃんとしたドキュメントを使って

議論すれば、そこは非常に話がきちんとしたものになると思うんですね。何もないところ

で言い合っても、これはなかなかうまくいきませんけれども。せっかく JICA も、これ、使

ってますし。日本の ODA 全体がこれで動いてるわけですから、そういうふうにしたほうが

よろしいかと思います。 

 

高梨委員： 

2 番目の「情報公開」というのは、これは必ず採択後にやってるんですか。 

 

村上機械･環境産業部インフラ･プラントビジネス支援課長： 

やってます。 
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高梨委員： 

スクリーニング結果も明示してるんですか。 

 

村上課長： 

はい。この結果というのは、環境影響ある、なしという部分だけですね。 

 

高梨委員： 

さっき言った、ステークホルダー協議をしてるとか。 

 

村上課長： 

中身に入ったら、公開はしてないですね。あくまで結果。これは環境影響があるかないか

というところのスクリーニングという理解でおりますので、それがあるかないかという判

断の結果を報告してます。 

 

村山座長： 

一つ前に戻りますけど、スクリーニングの部分はもう位置付けが変わってしまうので、採

択のためのスクリーニングではなくて、その後の調査及び確認のためのスクリーニングで

すね。 

 

田中委員： 

そうすると、今議論してた採択のためのスクリーニングというのは、どの辺に今度は関わ

ってくる話になるんですかね。 

 

村山座長： 

現状で言うと、もうガイドラインには反映できないですね。 

 

佐々木主幹： 

すいません、村上課長、2007 年、これ、議論されてたときに、直接受託だったわけですけ

ど、そのときのジェトロの案件採択に関するスタンスというか、スタンスじゃない、ごめ

んなさい、位置付け。ジェトロが選べたという言い方はちょっと平たい言い方ですけども、

それはできない？ 

 

村上課長： 

いや、我々だけではやらないです。 
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佐々木主幹： 

もちろんできないんですけども、かなり関与できた？ 

 

村上課長： 

関与というか、そういう意見は言えていましたね。 

 

佐々木主幹： 

つまり、今とは全然違うわけですよね。 

 

村上課長： 

ええ。そうです。 

 

佐々木主幹： 

だからやっぱり、書かれたときの前提、このときは、案件採択にかなり関与できるという

スタンスで、これ、書かれてますよね。 

 

村上課長： 

というか、スクリーニングってそもそも、このジェトロの環境社会配慮ガイドラインに則

って調査が行われるかどうかというところを判断して、言うためにつくってたと思ってま

して、その採択は全然別の……。 

 

佐々木主幹： 

次元が違います。別な話。 

 

村上課長： 

個別提案書に書いてる内容をもって、多分、判断していて。これはジェトロがガイドライ

ンに則ってやるかどうかを判断するためのスクリーニングだったというふうに理解してま

す。 

 

作本審査役： 

影響ある、なしがわかればいいと？ 

 

村上課長： 

そうです。 

 

作本審査役： 
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だけど、裏を返せば、基本的に「ある」としてくれなければ、調査の必要なしということ

になっちゃいますから、「ある」という、そういうことで、機能してないということ。 

 

村山座長： 

その影響があるというものの中で、もう一つカテゴリーをつくったほうがいいという話に

なってると思うんですが。具体的には、環境社会配慮に関する既存の調査があるものとい

うのが一つの考え方ですか。それぐらいでいいですかね。 

 

村上課長： 

これは、採択に関わる情報をここに盛り込むという、そういう話なんですか。いわゆる、

ここに、スクリーニングに書かれた内容も、採択の参考にする？ 

 

村山座長： 

いや、採択には私はジェトロは関われないという理解をしてるので、採択されたものにつ

いての後の手続きを精緻化するために、もう一つカテゴリーをつくるという意味合いです。

中には必要に応じてやるとかいうような表現が出てくるんですけど、その辺りは多分、分

かれていって、必要に応じてではなくて必ずやってもらうとか、そういうかたちになるの

かなという気がしてるんですけど。 

 

作本審査役： 

今のお話なんですが、私はありがたいと思ってるんですね。影響がないもの、これは、数

は少ないというか、これはもうアセス手続きにおける第３種事業と同じで、はっきり言っ

て、対象外と。影響があるものというだけで、我々は何も議論の足しにもならないという

ところで、今つまずいてると思うんですよ。そこに、さっき言った予備的、補完的なもの、

熟度を噛ませていい議論が、このスクリーニングなのかどうかということが、私、ちょっ

とよくわかんないですね。ただ、ここからすでに内向けの、報告書をより良くするための

スクリーニングの工程だというふうに、私は捉えたいと思ってるんですけども。 

 

村山座長： 

内向きというのは、ジェトロの……。 

 

作本審査役： 

中で。採択委員会と議論を一緒にすると、本来は向こうでやるべきことなんですね。孫請

けの段階で、こんなことに口出せないのはわかってるけど、ジェトロとしては、きちんと

スタンスだけは固めたいと。 
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原科委員長： 

調査内容についてだもんね。 

 

作本審査役： 

ええ。調査内容を通して、我々は。 

 

村山座長： 

それはガイドラインに反映できるんですね。 

 

作本審査役： 

したいんですよね。じゃなきゃ、今のようなガイドラインになっちゃいますから。 

 

村山座長： 

じゃあ、「スクリーニング」については、とりあえず、既存調査があるというものを、もう

一つカテゴリーに加える、という方向でいいですか。多分、ほかにもありそうな気がしま

すが。 

 

原科委員長： 

影響があると考えられるものと、ないもの、間に既存調査あるものか。 

 

作本審査役： 

あんまり、これ、数増やすよりは、あるものは、さらに簡単に、A か B か分けるとか。本

当に誰が見ても一目瞭然で、先ほど、田中さんがおっしゃったような、スクリーニング様

式を見た途端にわかるかのような、そのような判断基準のほうが、よろしいかと思うんで

すね。補足というのが一番難しいですよね。補足調査がある場合に、本当に補足なのかど

うかという、何年にどうする、時間的な補足なのか、空間的な補足なのか、全くわかんな

いですね、新しい環境影響の項目かもしれないし。その辺りは難しいんで。 

 

村上課長： 

そういう項目はあるので、個別提案書の中に、すでに既存調査のあるかなしかというのは

聞いてますので、あえて、スクリーニングで同じことを聞かなくてもいいような気がしま

すけど。 

 

松本委員： 

ただ、その後の手続きが変わるということですよ。こちらのチェックの手続きが変わる。

見る項目がという意味ですよね。 
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村上課長： 

あくまでジェトロ側で使うという。 

 

作本審査役： 

報告書のつくり方で、今度、事業者の方に、指導するやり方が変わってくるという。 

 

松本委員： 

村山先生のあれに、あえて考えるための議論でいくと、調査はあるけど、調査の段階で影

響がないとわかっているものと、調査はしていないけれど、影響が大きいことがわかって

いるものという、このクロスの関係がありますよね。調査のある、なしで見ると、調査は

ないけど、もはや立地もわかっていて、影響が大きそうだとわかっているものは、そのス

クリーニングでいくと、実を言うと、弱いスクリーニング対象になる、というふうになっ

ちゃいますよね。そこをどう考えるか、だとは思いますけど。 

 

村山座長： 

そうなんですよ。調査やってないけども、場所もしっかりしていて、影響も……。 

 

松本委員： 

影響は、だいたい予想が付きそうだというやつもありますのでね。 

 

村山座長： 

というのは、あり得ますよね。 

 

作本審査役： 

そこは一番わかりやすいんじゃないかと思うんですね。サイトが特定されているか。明ら

かに特定されてるか、そうでないかと。 

 

原科委員長： 

それは、環境社会影響があると考えられるもので？ 

 

松本委員： 

通常、これなら、あるよねというものを、調査がまだないから、例えば EIA がないから、

カテゴリーとしては、その一歩前の段階でやるというふうにはならないだろうなと思うん

です。 
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高梨委員： 

今までは「ある」という場合だったら、これは後ろのほうの調査における配慮事項をしっ

かり守ってもらう。 

 

作本審査役： 

やってくださいという項目をきちんと、見てみてくださいよと。ない場合には「ない」と

書いてくださいというところ。 

 

高梨委員： 

昔、僕らもやっぱり予備調査というのをやってた時代、年間 200 件も 300 件もやった時代

があるんですけども、そのときはやっぱり計画書をもらってチェックして。大事なのは、

最初に民間と会ったときに、そういうチェックをしっかりやることだと思うんですよね。

EIA、ありますと。ジャストだから、あるいは読まれましたかと。そこでしっかりやって、

十分じゃないと思うものは、そこは環境配慮の内容を入れてくださいと。それでも直るん

だろうと思うんですね。それは経産省が選ぶ、選ばないという段階の後で、いよいよ採択

を、ジェトロさんのを受けますという段階になったとき、そこをしっかりやったら、ずい

ぶん変わるんじゃないかと。 

 

作本審査役： 

そうですね。そのときの参考資料として、うちでもやってますし、JICA さんとか JBIC さ

んで使ってる、例えば発電所だったら、どういう項目がかかってくるという一覧表あるわ

けですから、やる気になれば、十分できるところですね。にも関わらず、スクリーニング

様式の段階では、チェック項目があまりに少なかったり、まだ入り口だということがあり

ますけども、配慮の入り口で、まず軽いという言葉、気がします。 

 

村山座長： 

後ろのほうで、「必要に応じ」ということが少なからず出てくるんですね。 

 

作本審査役： 

それも場合によっては、除いてもらったらいいですね。 

 

村山座長： 

ただ、その熟度が高いと判断されるカテゴリーについては、「必要に応じて」を外して、必

ずやってもらうと。例えば環境社会配慮の専門家を派遣するというのも「必要に応じ」で

すから。 
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作本審査役： 

それは必ず一人付けるということで、条件付けられてますよね、今。経験のある人を付け

ると。 

 

村山座長： 

あるいは、地域に詳しい個人や団体から情報収集も、「必要に応じ」なんですよね。そうい

うところを、少し区分けできればいいのかな、という気がしてるんですけどね。 

 

作本審査役： 

今のガイドラインの報道ぶりは、サイトの指定というのは、ステークホルダーとのヒアリ

ング調査、その深さに関わるように仕組みができてますよね。じゃなくて、サイトの指定

をもうちょっと前面に出して、そこでこの調査の深さを入り口で決めちゃって、それを我々

流の熟度というように読み替えられないかなというのは、さっき僕、松本さんのお話聞い

て、一番わかりやすいし、いいんじゃないかと。ただ、補足調査とか何か入れると、そこ

はもう判断が曖昧になってくるから難しいんだと。右側には出てますけどね。 

 

松本委員： 

「補足調査」が入ってる？ 

 

作本審査役： 

補足調査を一つのものさしに使うと、それはもう、どこからというのは、さっきの、どこ

からが補足になるのか。時間的な、空間的な、そんな新しい電磁波の項目が入ったとか、

そんなことになると……。 

 

松本委員： 

そこでおっしゃりたいのは、既存の調査のある、なしは、あんまり判断材料にならないと

いうことがおっしゃりたいんですか。 

 

作本審査役： 

それも空間的に見たら、全く別、行われてるけど、重複で追加するからというの、ありま

すよね。市街化区域を……。 

 

松本委員： 

いやいや、確認したいのは、作本さんが今、補足の話をされてるのは、調査がすでにある、

なしでは判断がしづらいから、むしろ立地がわかっていて、そっちのほうがいいというこ

とですね、つまり。 
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作本審査役： 

そっちのほうのものさしを使えないかと。ものさしを利用できないかと。 

 

松本委員： 

結局、やっぱり 2 つの議論が今存在しているということですね。それを確認したかったん

です。 

 

村山座長： 

両方では問題ですか。 

 

松本委員： 

それはクロスになるんです。 

 

作本審査役： 

クロスだと、掛け合わせると……。 

 

村山座長： 

いや、掛け合わせではなくて……。 

 

作本審査役： 

A マイナス……。 

 

原科委員長： 

A or B。どっちかです。補足調査をやるか、サイトが決まってるか。 

 

作本審査役： 

簡単なほうが。結果的には、より細かい調査を原則のほうに持っていくような。あんまり

分類を細かくすると、そこでもう、また判定のところで押し問答ばかりが出て。 

 

村山座長： 

なんか、両方あるような気がしますけどね。 

 

作本審査役： 

僕らが「あなたは A ですよ」と言うんじゃなくて、企業の人たちがすぐ見て、「私のほうは

A か」とすぐに認識できるような基準にしておきたいんですね。我々から面接でもってやっ
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てから、それから「言われてみたら、何かよくわかんないけど、A だと言われた」と。それ

じゃあ、もう遅すぎるんですよ。 

 

村山座長： 

それは、でも、ジェトロのほうがやるべきじゃないですか。 

 

高梨委員： 

僕もそう思いますね。 

 

作本審査役： 

そういうやり取り、だって、やる機会……。 

 

村山座長： 

もちろん、わかりやすい判断基準はあったほうがいいと思いますけど。 

 

作本審査役： 

応答できるような機会が、今の書式の中にはないわけですし、実際、海外出張出るときに

聞いたところで、もう枠組みはできちゃってるわけですね。担当の人、調査担当は決まっ

ちゃってるし。 

 

村山座長： 

ただ、そういう意味では、調査があるかどうかというのは、あんまり議論には…という気

がしますけど。それを外したほうが、余計、暴走的ですよね。 

 

原科委員長： 

厳密となればね。 

 

高梨委員： 

そこを素通りしちゃってるというのが、今の経産省ですよね。ジェトロさんの間での、も

うちょっと、僕はちゃんとしたほうがいいと思うんですね。採択したけども、実施のほう

はジェトロさんに任せますと。だから、もし、この案件で補足的にメンバーの選定とかあ

るんであれば、しっかり企業側に言ってくださいと。要するに質を確保するためには、ジ

ェトロがそれを責任を負ってるんで、そこは言っていただいていいですというのを、やっ

ぱりしっかりアグリーメント取っておくべきだと思うんですね。 

 

作本審査役： 
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そうですね。そういう意味では、ここだけは押さえてくださいという METI からの指示が

あると、やりやすいですね。ガイドライン、「ジェトロさんが環境社会配慮をしっかりやっ

てると聞いてるから、ガイドラインまでつくってるんですね。だったら、そのやり方をも

とに、さらに良い報告書をつくってください」とひとこと言ってくれれば、それで私はや

りやすいなと。 

 

村上課長： 

個別提案書の中に調査実施体制を書くところがあって、そこには必ず環境社会の分析担当

の配置は必須だと言ってますので、そこは我々がチェックする段階でも、誰が担当で、ど

ういう人がなってるかというのは、確認することは、実はやってます。 

 

高梨委員： 

だから、それを JICA とジェトロさんにうけたときに、経産省からひとこと、企業側に言わ

せるんですよね。皆さんの提案に基づいて、これからは、ジェトロさんのほうで内容的な

調査の実行について協議してもらいますと。その際は計画書に基づいて、十分でない場合

には、ジェトロさんのほうから内容についてのアドバイスがあるかもしれないと。そこは

ジェトロとよく協議していただきたいというのをひとこと言えば、民間側も……。 

 

作本審査役： 

そこをもし超えられたら、一番の峠の部分です。指揮系統がはっきりしますんで。 

 

高梨委員： 

それこそ僕は、ジェトロにそこをやるべきだと思うんですね。ジェトロと経産省と協議し

て。 

 

松本委員： 

でも、村山さん、今の現行のガイドラインの 2 の（3）の「調査の手続き及び方法」の（3）

「調査実施段階」の 2 ポツ目の小さなポツに、「調査の実施者は、必要に応じ環境社会配慮

を専門とする者も派遣し」云々とありますけど、これは「必要に応じ」じゃなくて、「すべ

て派遣して」と。 

 

作本審査役： 

でも、実際はそうしてますけどね、もう。すべての事業で必ず付いてる。 

 

村上課長： 

配置は必須として、今はやってますね。 
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松本委員： 

これはもう今や「必要に応じて」はないということですね、現実は。 

 

村山座長： 

でも、実態的にそうなってましたっけ。 

 

松本委員： 

報告書の中ではね。 

 

村山座長： 

何か抜けてるものがあったような気がしますけど。 

 

松本委員： 

ありましたね、そういえば。我々の意見書の中に、それ、書いてありますね、確か。派遣

されてないというのがあったような気がしますけど。 

 

高梨委員： 

だから、あんまり僕らのこと言うとあれだ。そこは調査団の編成とあれ、しっかり見たほ

うがいいですよね。だからやっぱりその辺、ジェトロさんの審査が甘いというところがあ

るからね。アサインしてますと。だから僕らだったら、どういうことですかということで。 

 

村上課長： 

派遣してるかどうかのチェックというか、そこは配置としてはあって、一応、人件費も請

求されてるんだと思うんですけど、そこも請求されてるか否かのところは、我々は見てな

くて。 

 

原科委員長： 

配置と派遣はちょっと違うんですね。 

 

村上課長： 

我々は見てなくて、我々はあくまでアウトプットだけを見てる。 

 

松本委員： 

配置だけかもしれないですね。 
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原科委員長： 

配置だけかもね。「必要に応じて」、派遣は必要だからね。 

 

高梨委員： 

だから実施にあたっては、JICA とジェトロさんが協議をすると、受託者と。こういうチー

ム編成ですと言ったときは、ジェトロさんともう一度協議して、過不足あるか。 

 

作本審査役： 

チーム編成は決まっちゃってるんですよね、最後の段階では。 

 

高梨委員： 

決まってるけど、内容的なあれでね。 

 

村上課長： 

そうですね。内容的に。 

 

高梨委員： 

例えば、環境社会配慮、やっぱりこれはもう一人増やすなり、こっちの人と兼務にしたり

とか、あるいは調査内容で、これ、どうも絞り込まれてるようだから、もうちょっとこの

周辺であれば、やられていただけますかという、ジェトロさんのイニシアチブが求められ

てるんだと思うんです。 

 

作本審査役： 

今の現状から見ますと、公害防止に強い方が、だいたい技術系の方、おられるんだけど、

途上国の社会経済、その辺りの配慮の入り口ですよね。その辺りのことを、紹介として書

くのを、不得手な方が選ばれてるような気がしますけど。 

 

村山座長： 

すいません。ちょっともうそろそろ時間なので、少なくともスクリーニングの段階につい

ては 3 段階に分けて、熟度が高いものについては、カテゴリーをもう一つ付け加えると。

内容的には既存調査があるか、あるいはサイトが特定されてると。ちょっと文言はまた後

で考える。そういうものでよろしいですか。 

 

原科委員長： 

サイトも一回つくるということね。 
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松本委員： 

それが一つの新しいカテゴリーですね。 

 

村山座長： 

ABC になるかどうかはわかりませんが、そういうかたちで。（1）の「調査の実施手続き」

のところにある「情報公開」と「フォローアップ」については、これは特に変更なくてい

いですかね。ということであれば、（1）までは取りあえずご覧いただいたということで。

ということで、もう 12 時になってしますので、ここまでということになりますが、よろし

いでしょうか。まだ結構……。 

 

原科委員長： 

結構、大変だなこれは。ちょっと経産省と少しやり取りしてみたほうがいいかもしれない

ね。3 番とかわかんないし。 

 

村山座長： 

それでは、次回、決めましょうか。 

 

（日程調整） 

 

村山座長： 

では、次回は 6 月 28 日･金曜日、午前 10 時からということで、よろしくお願いします。ど

うもありがとうございました。//////////////////////＜終了＞///////////////////////// 

 

 


